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Rural society in Hokkaido revisited
Tamotsu TABATA
Summary
Rural society in Hokkaido is in the midst of sweeping transformation. It used to be characterized by the
`nohji-kumiai' (farmers association) type village community in which almost all residents were composed of
settled farm households. The nohji-kumiai played a central role not only in farming aŠairs but also other im-
portant village activities including infrastructure development and social aŠairs. However, this type of village
community nature was gradually undermined by the reduction in farm household numbers and the increased
share of ex-farmer households in the village, which advanced as a result of changes in agricultural structure
since the high economic growth period in the 1960s.
This paper attempts to revisit and analyze the long process and nature of its transformation by highlighting
rural areas in the southern Kamikawa district.
The evolution process of rural villages in Hokkaido can be split into three distinct stages. First is the stage
ranging from the onset of settlement in the late Meiji era to the mid Taisho era. Farm household numbers in-
creased in this stage. Second is the stage between the mid Taisho era and the beginning of high economic
growth, during which farm household numbers remained almost constant. Third is the stage that started in the
1960s. Farm household numbers have been on a long declining trend to the present day.
Nohji-kumiai type villages developed during the second stage and their transformation took place in the third
stage. In this stage, the decline in household numbers coincided with the compositional changes and diversiˆ-
cation of village members, which forced the nohji kumiai type community villages to be reorganized.
In the studied areas too, reorganization and/or integration of nohji-kumiai type village communities was car-
ried out. The nohji-kumiai was remodeled to an organization composed solely of farm households while smaller
nohji-kumiais were asked to merge so as to compensate for the shrinking sizes. The function and organization
of nohji-kumiai was separated from that of the village community association in which both farm households
and non-farm households were members. To retain the community force in the village and bridge farm house-
holds and non-farm households, a new network of neighbors named `han' was created.
The transformation of studied rural village communities is still progressing even after the reorganization of
nohji-kumiai. This change from a `nohji-kumiai' type community village to a `rural community organization'
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type village will continue in the rural areas of Hokkaido.
Key words: rural society in Hokkaido, `nohji-kumiai' (farmers association) type village community, reorgani-
zation and/or integration of nohji-kumiai type village community, diversiˆcation of village members, `rural
community organization' type village
要 旨 北海道の農村社会は大きな変容の過渡にある。北海道の農村社会は「農事組合」型集落として特徴づ
けられてきた。それは成員のほとんどが農家で構成されていることで成り立ってきた集落であるが，高度経済
成長期以降の農業構造変動による戸数減少，在村離農等による成員構成の変化等もあいまって集落の変容が進
んできている。
本稿はそうした北海道の農村集落の変化とその性格について，上川地方南部の農村を事例として，開拓期以
来のやや長期の視点で分析・考察しようとしたものである。
北海道の農村の展開過程は，戸数変動の面からみると，1900年前後から1920年前後までの戸数増加の時
期，戸数増加が一段落する1920年代から高度経済成長期前までの相対的安定期，高度経済成長期以降の長期
の戸数減少期の 3 つの局面に分けることができる。
「農事組合」型集落が成立するのは相対的安定期で，それが変容するのは現在まで続いている戸数減少期で
ある。戸数減少期では，離農にともなう戸数減少だけでなく，集落の成員の変化，多様化が進み，それらは農
家を主たる成員としてきた「農事組合」型集落の転換を迫ることになる。こうした状況に対して事例地域にお
いても，集落の大幅な再編・統合が進められた。
その主な内容は，農事組合を農家だけの組織とするとともに少戸数化に対応した統合，農家の組織としての
農事組合と非農家世帯も含む地区の全住民が参加する住民会とを，組織的にも機能的にも明確に分離したこ
と，その上で旧来の農事組合の範域での農家と非農家を含めた組織として班を設けたこと等である。
こうした集落の再編・統合等を経て事例地域では農村集落のあり方は大きく変化してきている。その変化の
方向は，「農事組合」型集落から「農村住民組織」型集落への転換として捉えることができるのではないか。
キーワード北海道の農村社会，「農事組合」型集落，集落の再編・統合，住民構成の多様化，「農村住民組織」
型集落
 はじめに
(1) 問題の所在と分析の課題
日本の農村社会，集落は今大きな変動のさなかにあ
る。北海道の農村社会，集落もまた然りで，この間の
北海道農業の構造変動の激しさともあいまって北海道
の農村社会の変化はとりわけ激しい。
北海道の農村集落は，産業組合，農協系統に連なる
経済組織，農家組織としての農事組合を基礎とする集
落，「農事組合」型集落として特徴づけられてきた(1)。
中農層が分厚く形成され，集落はその農家を構成員と
し，非農家はゼロかいてもマイナーな存在であったこ
とがその基礎にあった。しかし高度経済成長期以降の
北海道農業の構造変動により集落の戸数は激減すると
ともに，1970年代ころから生じた在村離農にともな
う集落における非農家の増加等により，北海道の集落
は大きく変容しつつある。
既に1980年代以降北海道の各地で集落再編が取り
組まれてきており，それに対する分析も少なからず行
われている(2)。また「農事組合」型集落については，
その役割を終えたとされ，定住社会にふさわしい農村
集落への転換をはかるため，「農事組合」型集落の再
編が課題であるという指摘もなされている(3)。こうし
た農村集落，「農事組合」型集落の再編の実態とその
評価は，今後の北海道の農村社会のあり方を考えてい
くうえでも重要な論点である。
近年ではまた農村生活問題への集落の関わり，とく
に高齢者の増加のもとでの農村福祉，高齢者福祉が重
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要な課題になっており，集落がそれにどう応えるの
か，応えうるのかが問われている。それは全国的な問
題であり，北海道の農村社会にとっても集落のあり
方，その評価とも関わる重要な論点となっている(4)。
そこで本稿では，北海道の農村集落の再編をめぐる
こうした論点を念頭におきながら，上川地方南部の空
知郡上富良野町における E 地区および S 地区という
二つの地区の集落の展開過程に即しながら以下の諸点
について検討を加えることにしたい。
第 1 は，北海道の農村集落の変化を，農業構造の
変化とも繋げながら少し長い歴史的タームの中に位置
づけて考えてみることである。具体的には，明治期以
降の，◯戸数増加の時期開拓入植の進展，◯相対的
安定期戸数増加の一段落，◯戸数減少の時期離農
の多発，という 3 つの局面の流れの中で北海道の農
村集落の展開過程の特徴を整理し，「農事組合」型集
落の歴史的位置づけ，評価を行うということである(5)。
第 2 は，前述した 3 つの局面のうちの◯の局面，
高度経済成長期以降の戸数減少，非農家の増加の中で
の集落の変化を分析し，農村集落が非農家も含めた自
治組織，住民組織としてどう定着してきたか，しうる
かについて検討することである。
第 3 は，それらを踏まえて自治組織，住民組織と
しての北海道の農村集落の役割，機能について考える
ことである。少戸数化，非農家の比重の増大，高齢者
の増加が進む中で，北海道の農村集落がどこまで自治
組織としての機能を担いうるのか，というのがそこで
の主な問題である。一方で「流動性社会」という状況
があり，しかし他方で高齢化の下で「死ぬまで住み続
けたい」，「住み続けられる集落を」という課題も出さ
れている。そこで求められる集落の役割，機能は何
か。それは，高齢者に対するサポート，ケアを集落は
どこまで担いうるかという今日的な問題とも関わって
くる。
(2) 分析対象地域の概要
本稿で分析対象として取り上げる上富良野町は，中
央部を流れる富良野川沿いの平坦部は水田，その両側
にひろがる丘陵部は畑地となっている上川地方南部の
農村である。上川中央部の町村は水田面積割合96.5
の東川町をはじめ水田が耕地の大半を占める水田地帯
となっているのに対し，上富良野町は畑が約70を
占めている。ちなみに上富良野町の南隣に位置する中
富良野町は水田が約 3 分の 2 を占め，上川南部，富
良野地域の中心的な水田地帯となっているが，北側に
隣接し，「丘の町」として知られている美瑛町は畑が
80を超える畑作地帯で，上富良野町はその中間的
な地域である。この差はまた 1 戸当たり経営耕地面
積の差としてもあらわれている(6)。
このように水田が一定の比重を占めつつも，丘陵部
の畑作が主体をなしている上富良野町の農業は，空知
等の大規模水田地帯や十勝，網走の平野部の大規模畑
作地帯とは異なり，また北海道の農村でも一定の比重
を占めている中山間地域とも異なる。あえていえば両
者の中間に位置すると捉えることができよう(7)。
北海道の農村集落，とくに高度経済成長期以降の農
業と農村の構造が大きく変化した中での農村集落の変
化，農村集落再編をめぐる問題については，空知等の
大規模水田地帯や十勝，網走の大規模畑作地帯の農
村，中山間地域の農村については既に少なからず分析
が行われている(8)。しかし，前述したような位置づけ
にある上川南部の農村についての分析はあまり行われ
ていない。
北海道の農村としてはそれなりに古い歴史を有し，
また高度経済成長期以降こうした中間的な位置づけの
農業地帯でも構造変動，特に戸数減少と大規模化は激
しく進んでいる。そうした中での農村集落のあり様と
その変化の特徴を，少し長い歴史的タームの中で考え
てみたいというのが本稿の問題意識である。
 上富良野町 E地区および S地区の歴史的
展開過程と戸数変動の三局面
(1) 成立・展開過程の概観
富良野地域の開拓は1897（明治30）年フラヌ原野
の殖民区画地の開放に始まる。この年三重団体の入植
が開始され（1897～1899年，120余戸），その入植地
域が上富良野町の開拓の草分けとなる（草分地区）。
さらに1899（明治32）年からは旧薩摩藩の島津家に
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表 上富良野村の戸数（世帯数），人口の推移
年 次 戸数（世帯数) 人口（人)
1903（明治36） 520 3160
7（明治40） 1056 4755
11（明治44） 1984 8350
13（大正 2） 2347 13935
16（大正 5） 2584 16795
17（大正 6） 1702 9786
1922（大正11） 2017 11344
25（大正14） 1712 10027
1930（昭和 5） 1655 10104
35（昭和10） 1759 11092
1940（昭和15） 1766 11335
45（昭和20） 2013 12484
1950（昭和25） 2138 13261
54（昭和29） 2232 13991
55（昭和30） 2508 16918
1960（昭和35） 3097 17101
65（昭和40） 3419 16204
1970（昭和45） 3646 15791
資料1922年までは「北海道戸口表」
1925年は「昭和 2 年上富良野村村勢要覧」
1930～1945年は「上川支庁統計書」（昭和26）
1950～1970年は国勢調査
1954年は住民登録調査
いずれも直接には上富良野百年史編纂委員会編『上富
良野百年史』より
注 11917（大正 6）年中富良野村を分村
注 21955（昭和30）年より自衛隊移駐
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よる小作農場の開設が行われている(1)。この地域はこ
のような団体入植や小作農場が主体となって開拓が進
められた。
こうした富良野原野の開拓の進展，戸数増加にとも
ない，1903（明治36）年富良野村が分割され，南側
が下富良野村となり，北側が上富良野村となる。上富
良野村の発足である。
1906（明治39）年にはさらに周辺部の殖民区画地
も開放され，E 地区および S 地区等村の北西部の地
域への入植も進む。その頃から稲作も試みられ，特に
湿地帯の造田が進み，多くの入植者を吸収していく。
上富良野村発足後の戸数（世帯数）と人口の推移を
示すと表21の通りである。1910年前後から10年代前
半に戸数，人口が急増し，1917（大正 6）年には村の
南部の水田地帯にあたる地域が分村して中富良野村と
なった。なお，この時期に成立したこれらの町村は，
昭和の合併や平成の合併においても変化なく現在に至
っている。こうした中富良野村の分村にともなう減少
を含みながらも，1910年代まではこの地域の戸数，
人口は増加局面にあった。
しかし1922（大正11）年前後をピークとしてその
後は横ばい，微減状態に転じ，第 2 次大戦前後のや
や大きな増減をともないながらも高度経済成長期まで
はほぼ横ばいで推移している。戸数，人口の安定局面
である。
行政面では1906（明治39）年二級町村制が施行さ
れ，部制がしかれて村内が 9 つの部に分けられ（後
に11の部に），それぞれの部に部長とそれを補佐する
組長が配置された。さらに中富良野村分村後の1919
（大正 8）年一級町村制の施行に際して部の再編が行
われ，16の部の下にいくつかの組が設けられ，その
組が住民組織としての役割を担うようになっていった。
1927（昭和 2）年北海道一級町村制の改正により府県
で実施されていた町村制が北海道にも適用され，上富
良野村でも部から区への変更が行われた。第 2 次大
戦後の1951（昭和26）年には町制が施行された。
農業技術の普及指導系統についても，上富良野村農
会が1906（明治39）年という早い時期に設立され，
その下部組織として農友会が組織されている。さらに
道庁の「農事実行組合設立奨励規定」（1926年）にそ
って農友会を農事実行組合に改組する取り組みが上富
良野村でも1928（昭和 3）年から始まっている。農会
農事実行組合という系統化に向けた取り組みである。
産業組合も1914（大正 3）年に設立されるが（上富
良野信用販売購買組合，この他1916年に東中地区に
もう一つの産業組合設立），販売事業，利用事業等が
軌道に乗るようになるのは，北聯の共同販売が本格化
する昭和期以降のことである。
昭和初期の冷害凶作と昭和農業恐慌にともなう農村
の窮乏に対する農村救済・再建を目的として農山漁村
経済更生運動が取り組まれるが，上富良野村でも経済
更生計画が策定され（1933年），そこでは農事実行組
合の組織整備が重要な柱の一つとされた。この経済更
生計画と連携する形で「産業組合拡充五ケ年計画」が
上富良野村でも樹立され，取り組まれるが，そこでは
細胞組織としての農事実行組合の組織化，その法人化
と産業組合加入に力が注がれた。さきの農会農事実
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表 E 地区および S 地区の主な団体，農場の入植の状況
団体，農場 入植年次 戸 数
E 地区 岐阜団体※ 1906（明治39）年 25戸
滋賀団体 1907（明治40）年 15戸
衣川団体（岩手県） 1910（明治43）年 12戸
KN 農場 1908（明治41）年 14戸（小作）
S 地区 福島団体 1907（明治40）年 20戸
宮城団体 1907（明治40）年 18戸
岡山団体 1912（明治45）年 8 戸
資料上富良野百年史編纂委員会編『上富良野百年史』
注※を付した団体がこの地区の開拓の嚆矢とされている。
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行組合という系統化に加え，経済的事業を軸とした産
業組合農事実行組合というもう一つの系統化が政策
的に推進されたのである。
こうした農事実行組合の組織整備を通じて，農事実
行組合が産業組合，農会の下部組織となるとともに行
政的な連絡，組内の取りまとめも行う基礎組織，集落
組織として重要な位置を占めるようになっていく。
そうした事情は，当時の村長の以下のような談話に
も良くあらわれている。「農会，産業組合等とも相談
致しまして従来の組長制を廃止し行政区長の下に農事
実行組合長を置き農会，産業組合等も同一の人物を選
任して各般の連絡・統制に当たらしむる事に致したの
で御座います。その結果，此単一的な組織・機構は非
常に好成績を挙げて居ります｣(2)。この農事実行組合
数は1938（昭和13）年で60組合となるが，それは第
2 次大戦後の農業集落数とほぼ重なる数である。こう
して農事実行組合が集落とみなされ，機能する仕組み
が，この時期に事実上できあがり，それが第 2 次大
戦後にも引き継がれていくことになるのである(3)。
隣接する E 地区および S 地区は，上富良野町の西
北部の丘陵地帯に位置し，二つの地区で小学校区を構
成する等，明治の開拓期から密接な関係をもって展開
してきた地区である。両地区を縫うようにして流れる
E 川沿いの地域に一部水田が作られていたが(4)，
1970年代に生産調整が実施されるようになってから
は稲作は急減し，現在はほぼ姿を消している。
さきに述べたように1906（明治39）年両地区を含
む区域の殖民区画地の開放がなされ，それとともにい
くつかの団体が入植し，それが主体となってこの地区
の開拓が進められる。その概要は表22の通りであ
る(5)。
これら団体は入地とともにそれぞれ神社を建立し，
入植団体の鎮守の神として祀ってきていたが，第 2
次大戦後はそれら神社の合祀が進み，両地区それぞれ
にほぼ一つにまとめられ，それぞれの住民会統一の氏
神となっていく。
1906（明治39）年上富良野村に二級町村制が施行
され，9 つの部が設置されたことは前述したが，開拓
がやや遅れた E 地区および S 地区ではそれより 2 年
後の1908（明治41）年に部が追加設置され，両地区
が一つの部を構成することになった。
学校についても，早くも1910（明治43）年に教育
所が開設され，その 2 年後の1912（明治45）年に両
地区を校区として尋常小学校が開設されている。少学
校の開設とともに児童数が急増しており（図21），E
地区および S 地区への入植者の急増にともなう住民
の増加が顕著であったことがうかがえる。
こうした入植者の急増にともない，この地域では二
つの問題が発生している。一つは部の分割の問題であ
る。開拓初期は E 地区と S 地区の両地区で一つの部
を構成していたことは前述したが，両地区の戸数，人
口増加にともない，一級町村制施行の1919（大正 8）
年，部の二分割の請願が村議会に出されている。その
分割理由として以下のようなことがあげられていた。
「区域は年々広大シ住民ハ増加シ今ヤ二百戸ヲ超エン
トスルノ状態ニシテ，（略）地形狭長ニシテ長サ五十
余丁ニ及ビ両端ノ利害一致セス。為メニ住民ノ意向
奥，口ノ両派ニ分カレ紛擾ヲ醸スコト往々有之」（「大
正八年村会｣)(6)。この請願は可決され，E 地区と S
地区はそれぞれ別の部に分割されることになった。
この部の分割の背景としてもう一つの問題，少学校
の増築・移転問題があった。前述したような児童数の
急増により校舎が狭隘となり校舎増築が急を要する課
題となる一方，それまでの校舎が E 地区の中央にあ
ったため，その奥側にある S 地区の児童には通学に
不便だということで校舎移転の要望が出され，村会で
激しい議論を重ねた末に校舎の増築とあわせて S 地
区に特別教授場を開設することになった（1918年）。
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図 E 小学校の児童数の推移（人）
資料E 小学校開校100周年記念事業協賛会［2011］
注点線の部分の児童数の減少は，S 地区の特別教授場の開設（1918年～1929年）に伴う減少である。
表 E 地区の居住者数の推移（戦前期)
年 次 戸数 備考（典拠資料)
1920年代半ば 86戸 『E 地区誌』他に教員住宅 2 戸
1930（昭和 5）年 75戸 国勢調査，『上富良野百年史』
1937（昭和12）年 73戸 銃後後援会寄付者，『E 地区誌』
1943（昭和18）年 76戸 『E 地区誌』
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この S 地区特別教授場は10年余り存続し，1929（昭
和 4）年に両地区の境界に近いところに新たに校舎が
設置され，少学校が再び一つに統合されることになっ
た。こうした経過を経て部としては二つに分かれなが
らも，学校区としては一つにまとまり，現在にいたっ
ている。
(2) 戸数変動とその三局面
両地区の戸数の推移については断片的な数字しかえ
られないので，それを補う意味で地区の小学校の児童
数の推移もあわせみながら，両地区の戸数変動の推移
をみておこう。
さきにも述べたが，小学校の児童数の推移をみると
（前掲図21），E 地区，S 地区は開拓初期の1910年前
後から児童数は急増し，1920年前後にピークを迎
え，その後は小幅の増減を含みながらも高度経済成長
期の1960年代まではほぼ横ばい状態にあることが確
認できる。なお，1918年（大正 7）に児童数が大幅に
減少し，1929年（昭和 4）に増加・回復しているが，
これは前述のように1918年に S 地区に特別教授場が
開設され，1929年にそれが廃止され，E 地区および S
地区が一つの小学校区としてまとめられたことによる。
こうした小学校の児童数の推移は，当然のことなが
らこの地区の戸数の推移を反映したものである。E 地
区居住者の戸数の推移について入手し得た限りでの数
字をあげると表23の通りである。E 地区では昭和戦
前期には戸数変動が少なくなっており，75戸前後に
落ち着いていることが分かる。S 地区については
1930年国勢調査の数字しか得られないが，53戸，336
人となっている。
なお，『昭和一三年村勢要覧』によれば，農事実行
組合が E 地区で 3 つ，S 地区でも 3 つ設立されてお
り，その組合員数は表24の通りである。農事実行組
合は上富良野村全体では1938年で60組合，1,160人と
なっているが(7)，これはこの当時（1936年）の上富
良野村の農家戸数1,225戸の95にあたる。当時の村
内の農家のほとんどが農事実行組合に加入していたの
である。E 地区，S 地区では1930年の国勢調査の世帯
数よりやや少ないが，ここでも地区内の農家のほとん
どが農事実行組合に加入していたとみることができよ
う。
上富良野村において農会，産業組合および行政系統
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表 E 地区および S 地区の各農事実行組合の組合員数
（1938年）
農事実行組合 組合員数
E 地区 E1 農事実行組合 25
E2 農事実行組合 21
E3 農事実行組合 19
小 計 65
S 地区 S1 農事実行組合 15
S2 農事実行組合 12
S3 農事実行組合 20
小 計 47
資料上富良野百年史編纂委員会編『上富良野百年史』
表 1960年代後半以降の E 地区および S 地区の戸数，
住民会世帯数の推移
E 地区 S 地区 備考（典拠資料)
地区戸数
1967（昭和42）年 64戸 61戸 『E 小学校開校80周年記念誌』
1989（平成元）年 34戸 34戸 同 上
住民会世帯数
1997（平成 9）年 31戸 27戸 『E 地区誌』
2014（平成26）年 22戸 22戸 住民会資料
注E 地区の住民会世帯数については市街地居住者も含む
北海道の農村社会・再考
の下部組織として農事実行組合が組織され，それがい
わば集落を束ねる基礎組織となってきたことは前述し
たが，戦後にも引き継がれていくそうした体制，仕組
みが E 地区，S 地区でもこのようにこの時期に確立
していくのである。
戦後については，1955～65（昭和30～40）年頃の
「戦後居住者の多い時代」として『E 地区誌』では84
戸が記録されている。これはさきにみた戦前期の戸数
より10戸ほど多くなっているが，それは後にみるよ
うな次・三男の分家等が戦後初期に多発したこととも
関係しているのではないかと思われる。戦後の一時期
における戸数増加局面の発生である。
しかしそれは，1960年代後半に入って表25のよう
な雪崩をうつ形での離農，戸数減少局面にとってかわ
られることになる。
これらをまとめると，以下のような戸数変動の 3
局面に整理することができる
◯ 戸数増加，開拓入植進展の時期1900年前後
から1920年前後
E 地区，S 地区に即していえば，入植開始の1906
（明治39）年から戸数増加がほぼ一段落した1920（大
正 9）年前後の20年足らずの短い期間である。空知地
域や上川盆地の上川中央部に比べると上富良野村の開
拓開始がやや遅れ，E 地区，S 地区はそれよりさらに
10年近く遅れたが，開拓開始後の入植，戸数増加の
スピードは速く，比較的短期間にピークに達してい
る。そのことは，教育所開設から 2 年後の尋常小学
校開設，さらにその 6 年後の児童数急増にともなう
小学校増築・移転問題の発生等の経過にもあらわれて
いる。
◯ 戸数増加一段落，相対的安定期1920年代～
1960年前後の30～40年間
戸数変動が落ち着いた1920年代から30年代にかけ
ての時期は，E 地区，S 地区に即していえば行政区と
してはそれぞれ別の区を構成しながらも小学校が再び
一つにまとまり，一つの小学校区を構成することにな
った。またこの時期農事実行組合が農会系統，産業組
合系統および行政系統の下部組織として E 地区およ
び S 地区でそれぞれ 3 つ組織され，それらが地域の
基礎組織，集落組織となり，その体制が戦後にも引き
継がれていくことになる。「農事組合型」集落の成立
である。
なお，地域としてみれば戸数変動は落ち着くが，農
家個々に即してみると転出，そしてそのあとに他の農
家が転入するというような流動的な部分がなお存在し
ていたこともみておかなければならない。
また戦後初期から高度経済成長が始まるまでの時期
には小幅ながらも戸数の増加が再びみられた。E 地区
では戦前期の75戸前後から84戸に増加した。これは
前述のように地区内外からの分家によるところが大き
いと考えられる。次・三男層がこの頃までは農業内就
業＝分家新設に向かっていたことを示すものである。
こうした次・三男もこの後は専ら農外就業に向かうこ
とになることはこの地区においても同様である。
この他，S 地区の場合には戦後開拓にともなう戸数
増加，集落の新設も生じている。北海道外からの転入
による開拓である（一部地区内からの分家も含む）。
◯ 戸数減少の時期1960年代半ば以降
1960年代以降は戸数減少局面へと転じることにな
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るが，この地区ではそれがやや遅れ，1960年代半ば
以降となる。1960年代半ば以降急激に進んだ離農の
多発，戸数減少はこの地域の農業構造を大きく変える
とともに，農村社会，集落のあり方をも大きく変化さ
せた。
離農にともなう激しい戸数減少は，集落を少戸数化
するとともに空間的にも隣との距離をますます拡大
し，農家の分布が疎らとなり，北海道の農村社会の特
質であった疎居制をさらに顕著なものにした。さらに
1970年代からはこの地域でも在村離農が徐々に生じ
はじめるが，この在村離農の増加は，集落の少戸数化
ともあいまって，それまでほとんどが農家だけで構成
されてきていた農村集落のあり方を大きく変えざるを
得ないことになっていく。さきに◯の時代，昭和戦前
期に「農事組合型」集落が成立することを指摘した
が，この時代はその「農事組合型」集落が次第に変容
していく時代でもある。
「開拓100年」が語られることがあるが，以上にみ
たようにその100年間を通じて農家の流動的状態が続
いてきており，その中で流動性が緩和し，相対的に安
定した期間は比較的短期間であった（30～40年間）。
これに対し戸数が減少局面に転じ，転出の方向での流
動的状態が長期間にわたって続いており，それが今後
もなお続く見通しである。こうした中で集落のあり様
も大きく変化しており，「相対的安定期」に成立した
「農事組合型」集落の変容も進みつつある。
以下の章では，この◯の戸数減少の時期に焦点をあ
てて農業構造や集落のあり方，その変化をめぐって少
し立ち入って検討を加えるが，その前に E 地区の
1990年代末の在住世帯を取り上げて，それらの世帯
のこの地区への入地・定着時期別の構成とそこににど
のような特徴がみられるかについて補足しておきたい。
1998年に発行された E 地区誌編纂会編『E 地区誌』
に記載されている1997年現在の E 地区住民会の26世
帯（教員住宅の 5 世帯は除く）について，E 地区への
入地年次をみてみると，明治期 8 戸，大正期 5 戸，
昭和戦前期 7 戸，戦後 6 戸となっている。
昭和戦前期 7 戸のうち 2 戸は E 地区内からの分家
であり，戦後 6 戸（1948～58年）もいずれも，近隣
集落からの分家 3 戸を含む分家新設によるものであ
る。さきに指摘した戦後の戸数増加はこうした分家新
設によるところが大きい。これら分家 8 戸のうち 4
戸は明治期入植組からの分家であることも注目してお
きたい。
以上のように E 地区の開拓開始から90年を経た時
点で(8)，開拓初期の明治期入植組が 3 分の 1 近くを
占め，さらにそれに続く大正期の入植組を含めると全
体の 5 割を占めている。さらにそこから分家を一定
数輩出し，その層を厚くしている。こうした明治期や
大正期の古くからの入地・定着層が比較的厚い層をな
し，それらの層がこの地区の運営の中心的な担い手層
をなしてきたものとみることができる。そのことは，
E 地区の戦後の歴代区長・住民会長のほとんどはこれ
らの層によって担われてきたことからもうかがわれ
る(9)。
団体入植，個別入植等の入植形態の違いにより一様
ではないが，この地域に入地・定着するまでに何度も
移動を重ねているのが多いことも注目しておくべき点
である。開拓社会である北海道の農家に共通する流動
性の激しさのあらわれでもある。このことについては
開拓初期の上富良野村で「再移住」が平均2.3回とい
う調査結果も存在する(10)。E 地区の住民に関しても
同様で，『E 地区誌』に記載されているところから確
認できるだけでも26戸中 9 戸が，上富良野に入って
きてからも E 地区に入地・定着するまでに移転・移
動を重ねていたことが分かる。このことはまた，後に
検討する高度経済成長期以降の移動，離村・離農の激
しさとも表裏の関係をなすものとして理解すべきであ
ろう。
『E 地区誌』記載の家系図から世代論的な特徴につ
いても補足しておきたい。前記明治期および大正期入
植組に即してみると，明治，大正期の入植，開拓そし
て農業経営の確立および地域社会の形成を担ったいわ
ば開拓第 1 世代，それを引き継ぎ昭和戦前期から戦
後期の農業および地域を担った開拓第 2 世代，そし
て戦時期から高度経済成長期に入るころまでの間に学
校を卒業して農業を継ぎ，1990年代頃まで地域の担
い手として活躍してきた開拓第 3 世代とに大きく整
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表 上富良野町の農家数，経営耕地面積等の推移
（戸数，ha)
年次 総農家数
専業
農家数
経営耕
地面積
水田
面積
稲作付
け面積 畑面積
1 戸当たり
経営面積
借入耕
地面積
1950 1544 1293 6913 1702 5203
1960 1371 923 6722 1835 4883
1970 1027 708 5751 2272 2267 3446 5.6
1980 844 451 5870 2320 1462 3540 6.95
1990 697 312 6240 2228 1178 4002 8.95 380
1995 570 256 5974 2046 1300 3915 10.48 517
2000 498 205 5822 1930 963 3880 11.69 764
2005 412 192 5817 1870 877 3938 14.22 784
2010 318 183 5414 1660 774 3737 17.35 789
資料農林業センサス
表 経営耕地規模別農家数の推移（上富良野町）
年次 総農家数
3 ha
未満 3～5 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100
100 ha
以上
1950 1544 562 432 467 81 2
1960 1371 413 421 465 71 1
1970 1027 203 303 431 86 4
1980 844 151 185 334 153 15 6
1990 697 125 106 208 219 29 9 1
1995 570 73 89 163 179 50 14 2
2000 498 57 74 141 142 58 24 2
2005 412 47 56 93 116 57 33 9 1
2010 318 39 23 63 96 45 36 16 0
資料表 31 に同じ
北海道の農村社会・再考
理することができる。この開拓第 3 世代よりも少し
若い層および次の第 4 世代は，経済成長にともなう
農外の就業機会の拡大等により農外就業，転出の方向
を選択する人たちが増加していく層である。上記家系
図でみても，第 4 世代の層については地区内ないし
は町内に在住しながらも農外に就業している人たちが
多くなっている。離農・転出，戸数減少等地域が大き
く変動していくのがこの第 4 世代の時代である。
 高度成長期以降の農業構造変化戸数減
少と大規模化
(1) 上富良野町の農業構造変化の概観
上富良野町の農業は平坦部の水田地帯とその両側の
丘陵部の畑作地帯でもって構成されていることは前述
した通りである。水田面積が耕地の約 3 分の 2 を占
める隣町の中富良野町に対し，上富良野町は 3 割に
過ぎず，水田地帯としては上富良野町は周辺部的な位
置にある。転作の開始以降水田の中での水稲作付け面
積割合が1980年63から2010年47へと次第に減少
しているだけでなく，畑面積は増加しているのに水田
面積の方は1980年から2010年にかけて約30も減少
していることにもそれがあらわれている。
農家戸数は1950～2010年の60年間で約 5 分の 1 に
減少している（表31）。まさに激減ともいうべき減
少ぶりである。そうした中で 1 戸当たり経営耕地面
積は1970年の 5.6 ha から2010年には 17.3 ha と 3 倍
以上に拡大している（ただし2010年は販売農家）。
経営耕地規模別農家数の推移をみると（表32），
1960年には 3 ha 未満，3～5 ha，5～10 ha 層が主体
であったが，1990年には 5～10 ha，10～20 ha 層に
集中し，さらに2010年には 10～20 ha 層を中心階層
としつつも，その上の階層の 30～50 ha，50～100 ha
の大規模層が増加し，その比重を高めてきている。
こうして農家戸数が激減する中で残った農家の規模
拡大，大規模化が進み，農業構造は北海道の畑作地帯
的な特徴を強めながら大きく変化しつつある。
(2) E 地区および S 地区における農業構造の変化
―農業集落カードの分析から―
本節では農業集落カードを利用して E 地区および
S 地区における農業構造の変化についてみてみること
にしたい。ところでこの地域では，少なくとも後述す
る2001年の集落の再編までは，農事組合は集落とほ
ぼ同義のものとして理解されてきていた。その農事組
合は戦前は両地区とも 3 つだったが，戦後は E 地区
は後述のように1949年と1951年に農事組合の分割で
農事組合が増加し，合計 5 つの農事組合に，S 地区も
戦後開拓で新たに生まれた農事組合を含めて 5 つの
農事組合に増えている。
農林業センサスの農業集落については多くの場合農
事組合と重なっているが，農家戸数の少ない農事組合
は 2 つで一つの農業集落とされているところもある。
E 地区では 5 つの農事組合に対し，センサスの農業集
落は 4 つ，S 地区も 5 農事組合に対し，センサスの農
業集落は 4 つとなっている。
農業集落カードは農家数 4 戸以下の集落は収録さ
れないことになっているが（2010年は 2 経営体以下），
1970年までは両地区とも全集落が収録されている。
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表 S 地区および E 地区の経営耕地規模別農家数
3 ha
未満 3～5 5～7.5 7.5～10 10～15 15～20
20 ha
以上 計
S 地区 1960 11 17 27 9 1 65
1970 8 10 19 13 3 53
E 地区 1960 10 19 18 9 5 61
1970 1 3 12 12 13 1 42
資料農業集落カードより集計
表 経営耕地規模別農家数等の推移（1960～2010年）（S1 集落および E2 集落)
年次 総戸数 非農家数 総農家数 3 ha 未満 3～5 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100 ha
S1 集落 1960 20 20 2 6 12
1970 18 18 3 3 9 3
1980 15 15 2 1 6 6
1990 13 2 11 1 2 8
2000 10 2 8 1 1 5 1
2010 9 6 3 2 1
E2 集落 1960 16 13 4 3 5 1
1970 9 9 1 5 2 1
1980 8 8 1 3 3 1
1990 6 6 1 1 2 2
2000 11 6 5 1 1 2 1
2010 9 5 4 1 2 1
資料農業集落カード
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しかし1980年は E 地区の 1 集落が，1990年からは S
地区の 1 集落も収録されなくなり，さらに2000年に
は S 地区は 2 集落，E 地区は 3 集落というように収
録されなくなった集落が増加している。そのことはこ
の地域で農家戸数の減少が激しく進んだことを示して
いる。
以上のような事情も考慮して，ここではまず全農業
集落が収録されている1960年と1970年について両地
区のそれぞれ 4 つのセンサス集落を合計した全体の
状況をみてみることにし，その上で1960年から50年
間の推移が分かる集落について，両地区から 1 集落
づつ取り上げてこの50年にわたる推移をみてみるこ
とにしたい。
農業集落カードによる1960年の農家戸数は S 地区
65戸，E 地区は61戸である（表33）。これは，いわ
ば戦前から戦後にかけての両地区の到達水準を示すも
のであり，その後大きく変動する前の水準を示すもの
である。ちなみに戦前の1938年の農事実行組合の組
合員数は前述のように E 地区65人，S 地区47人であ
った。1960年の E 地区はそれとほぼ同水準で，S 地
区は大幅に増えているが，これは戦後開拓による集落
（16戸）が新たに加わったことによるところが大きい。
非農家については表示していないが，1960年で S
地区は 3 戸とごく少数で，E 地区は13戸となってい
るが，これは教員住宅の世帯がカウントされているこ
とによるところが大きいのではないかと思われる。
1970年の農家戸数は1960年よりもかなり少なくな
っており，離農，戸数減少がこの地区でも既に始まっ
ていたことが確認できる。
経営耕地規模別農家数をみると，1960年時点では
両地区とも 3～5 ha 層と 5～7.5 ha 層が中心の階層で
あるが，S 地区では後者の階層がより多く，5 ha 以上
の階層が以下層を大きく上まわっているが，E 地区で
はほぼ同数となっている。1970年には 5 ha 以下の階
層が大幅に減少する一方，7.5 ha 以上層，とくに 10
ha 以上層の増加が顕著となっている。1960年代以降
離農，戸数減少が進む中で両地区では規模拡大，構造
変動が進みつつあったことがうかがわれる。こうした
10 ha 以上層の増加とその比重の大きさは，さきにみ
た上富良野町全体の動向と比べても際立っており，畑
主体であることにもよるが，両地区は規模拡大，構造
変動がより早くすすんでいたと見ることが出来る。
両地区の各 4 つのセンサス集落から，1960年から
2010年まで収録されている，1 集落をそれぞれとりあ
げて1960年～2010年の50年間の経営耕地規模別農家
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表 農家戸数規模別農業集落数（上富良野町)
農家戸数 1960年 2010年
～2 戸 16
3～5 戸 27
6～9 戸 4 20
10～14戸 15 5
15～19戸 20
20～24戸 15
25～29戸 9
30～34戸 4
35～39戸
40～44戸 1
合 計 68 68
資料農業集落カードより集計
注市街地集落は除いた
2010年は総世帯数から非農家数を引いて総農家数とし
た。この町では 2 つの集落の各 1 戸を除き，販売農家
数と総農家数が一致している
2010年で収録されていない農業集落は 2 戸以下とし
た。消滅した農業集落もその中に含まれているかもし
れない。
表 年齢別世帯員数および農業就業人口（2010年)
15～
29歳
30～
59歳
60～
64歳
65歳
以上 合計
S1
集落
年齢別世帯員数 男子 1 2 2 5
女子 1 3 2 7
年齢別農業就業
人口
男子 2 2 4
女子 3 2 5
年齢別経営者数 3 3
E2
集落
年齢別世帯員数 男子 2 2 3 7
女子 1 2 1 3 7
年齢別農業就業
人口
男子 2 3 5
女子 1 1 2 4
年齢別経営者数 2 2 4
資料農業集落カード
北海道の農村社会・再考
数の推移をみてみよう（表34）。
農家戸数は1960～2010年の50年間に，S1集落は
20戸から 3 戸へと約 7 分の 1 に激減している。E2
集落の方も13戸から 4 戸へと約3.5分の 1 に減少して
いる。2010年の農家戸数が 3 戸，4 戸と極少戸数にな
っていることにも注目しておきたい。2010年センサ
スからは収録されない集落が 2 経営体以下になった
ために辛うじて非収録を免れた形である。この極少戸
数化は，非収録の他のセンサス集落についても同様で
あることはいうまでもなく，それはこの地区の集落共
通の状況である。
こうした農家戸数の激減，極少化の一方で非農家が
増加し，2010年には農家戸数を上まわるまでになっ
ていることも注目すべき点である。このことについて
は後に詳しく検討するが，この非農家の増加によって
集落の総戸数としてはどちらも10戸近い規模を維持
し，1960～2010年の間でも半減程度の減少に留まる
形になっている。農家だけでは集落の維持は困難にな
り，非農家も含むことでかろうじて維持されている状
況である。ほとんが農家によって構成されてきたそれ
までの集落のあり方もまた変化せざるをえなくなって
いるのである。
ちなみに集落の農家戸数の極少化は上富良野町全体
に共通する動向でもある（表35）。1960年には10～
14戸，15～19戸，20～24戸の集落が主体をなしてい
たが，2010年には全集落の 3 分の 2 が 5 戸以下とな
り，9 戸以下の集落が90を超えるまでになってい
る。上富良野町全体でも，後掲表51に示されている
ような集落における非農家の増加ともあいまって，こ
の50年間で農業集落の構成が激変したのである。
農家戸数の激減の中で，残った農家の規模拡大が進
行し，経営耕地規模別の農家構成も大きく変化した
（前掲表34）。それは1990年，とくに2000年以降顕著
である。かっては 10 ha 以下の階層が主体だったのが，
2010年には 20～30 ha，30～50 ha 層が主体をなすよ
うに変化し，とくに S1 集落の場合には 50 ha 以上
層もあらわれ，3 戸とも 30 ha 以上層となっている。
経営者等の年齢別の状況についても補足しておくと
（表36），経営者は大きくは30～59歳層と65歳以上層
とに分かれている。農家として踏みとどまっている農
家についても，相対的に若い経営者，あとつぎを確保
している農家と，確保していない農家とに分かれてい
ることがうかがえる。
以上のように農家戸数の激減，残ったごく少数の農
家への農地集積，大規模経営化が進んでおり，この地
区においても畑作地帯的な農業構造変化の特徴が顕著
にあらわれている。その結果，集落の構成としては，
数戸の大規模農家と様々な内容をもつ非農家という構
成，それはかって主体をなしていた中小規模の農家層
がほとんど欠落し，また府県のような兼農家の厚い
堆積も欠如した，大規模経営農家と非農家というやや
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表 E 地区および S 地区の農家・法人経営の概要（2014
年)
経営耕
地面積
（ha)
経営主
年齢 備 考
S 地区 ◯ 160 47歳 2002年に有限会社立ち上げ
◯ 55 51歳
◯ 50 53歳 夫婦農従，親夫婦は家まわりだけ，
町内在住の妹が手伝いに
◯ 50 61歳 経営主のみ農従，常時雇用労働力を
導入
◯ 45 52歳 夫婦農従，父78歳
◯ 25 69歳 夫婦農従，町内在住の娘が手伝いに
◯ 和牛飼養経営 草地なし，草は購入，町内他地区か
ら転入
E 地区 ◯ 50 ha
以上
40歳 農外勤務を経て脱サラ就農，3 世代
家族
◯ 50 65歳 あとつぎ（30歳）も就農
◯ 40 57歳 妻教員，父（86歳）も農従，あとつ
ぎ介護士だが就農を期待
◯ 40 53歳 1975年市街地に住居を移転，通いで
営農，道外で勤務後脱サラ就農
最近◯から土地を引き受けて拡大，
あとつぎ将来就農予定で他出
◯ 30 夫死亡のため50 ha から30 ha に縮
小，長男（21歳）短大卒業後就農
◯ 30 62歳 1973年市街地近くに住居移転，通い
で営農
◯ 25 71歳 夫婦で営農，娘 2 人は旭川に他出勤
務
◯ 20 63歳 夫婦で営農
◯ 20 69歳 夫婦で営農（小麦とハスカップ），
あとつぎ他出
◯ 15 66歳 夫婦で営農，あとつぎ他出，最近借
地を返還規模縮小
◯ 10 70歳 夫婦で営農，畑約20 ha を借地に出
し，和牛の繁殖・育成に転換
資料E 地区および S 地区でのヒアリングによる他，『E 地
区誌』，『E 地区開拓百年記念誌 E 地区の一世紀』『E
小学校百年誌』等を参照
明治大学農学部研究報告 第65巻－第 3 号（2016)
極端な二極構成の集落となっている。それ故にまた不
安定，変動しやすい面をともなわざるをえないともい
えよう。
(3) 現在の農家の構成と農業の概要
現在 S 地区および E 地区で農業を行っている農
家・法人の概要は表37の通りである。なお数字は概
数であり，他の項目についても聞き取り出来た範囲の
もので十分なものではないが，ひとまずここからうか
がえる現在の両地区における農業経営，農家構成の特
徴等について整理しておきたい。
表37に示されている農家・法人経営の概要は，前
節の農業集落カードの分析から明らかになったこの地
区の農業構造変動の現在の到達段階を示すものといえ
よう。農家戸数は S 地区は全体で 7 戸，E 地区は11
戸までに減少した。さきの表33でみた1960年の農家
戸数65戸と61戸に比較してそれぞれ約10分の 1，6 分
の 1 への減少である。S 地区での減少はとくに際立っ
ている。
その結果残った農家は，トップレベルでは 50 ha 前
後の大規模経営となり，さらに法人化した◯経営は
160 ha と町内でも屈指の規模の経営となっている(1)。
これら 40～50 ha 規模の農家は概ね後継ぎを確保し
ているのに対し，他の 20～30 ha の経営では後継ぎを
確保していない農家も多い。後継ぎの確保如何がこれ
までの，そして今後の規模拡大や経営展開に大きな影
響を及ぼしていることはいうまでもない。後継ぎが就
農していない，あるいは確保の見込みがたっていない
農家がなお一定数存在していることは今後もなお変動
の可能性を含んでいることを示すものといえよう。
後継ぎがおらず高齢化が進んでいる農家では規模を
縮小したり，経営形態を転換する動きがあらわれてい
る。この地域の畑作ではビート，馬鈴薯等の根菜類も
組み込んだ作付け体系をとるのが普通であるが，高齢
化等で労働力が弱体化するとビートや馬鈴薯を縮小・
廃止し省力的な麦作を主体にする方向に転換する経営
もあらわれている。
注目されるのは，かなり早い時期に住居を市街地の
方に移し，通い作で営農を続けてきていた農家の中か
ら，最近でも規模を拡大するケースが生まれているこ
とである（◯農家）。通い作の営農でもこのような積
極的な経営展開を図る動きがあることを示す事例であ
る。
この地区ではまた，離農の対極で地域外からの新規
参入による農業経営開設の動きも少数ながら生まれて
いる。前掲表37の◯農家がそのケースである。◯農
家の経営主の M さんは，隣の地区の酪農家の出身
で，一度農外で勤務していたが，6 年前に脱サラし，
S 地区に新規参入し和牛飼養経営を開始した。農地は
取得せず飼料は購入によっているが，就農にあたって
は青年就農給付金も活用している。
N さんも，3 年前に離農してしまったので表37に
は載せていないが，地域外からの新規参入により E
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北海道の農村社会・再考
地区で就農した 1 人である。東京出身の N さんは北
海道での農業にあこがれ，2 年間程研修，ヘルパーと
しての経験を積んだ後，E 地区の離農跡地に入って奥
さんとともに酪農経営を開始した。30歳になる前の
ことで，子どももこの地区の小学校を卒業している。
しかし最後は経営的に厳しくなり，不本意ながら離農
ということになった。
この他，現在まだ農業経営を開始するまでには至っ
ていないため表37に載せていないが，E 地区の E さ
んも道央方面から E 地区に移住し，新しいタイプの
牧場経営を目指して準備を進めているところである。
なお，E さんは既に後述する住民会のメンバーとな
り，集落の活動にも参加している。
この地区では，離農が多発してきたが耕作放棄地は
発生していないことも特筆すべき点である(2)。これま
では離農が発生しても前述した新規参入も含めて離農
跡地の受け手が確保されてきたからである。この地域
では離農が発生したときの農地の受け手の選定につい
ては，斡旋事業として取り組まれてきており，農用地
利用増進法に基づいて組織された農用地利用改善組合
が主にあたってきた。この農用地利用改善組合は E
地区，S 地区それぞれに組織されており，そこに各地
区の農事組合（2001年の再編以降は班）から役員を
出し，農業委員が選出されている地区ではその農業委
員も加わっている。離農等が生じたとき，この農用地
利用改善組合で誰が借りるか，買うかを話し合い，調
整する。価格，小作料もそこでおよそのところを決め
る。価格や小作料は相場があるが，地域の事情で調整
する。こうして受け手や価格・小作料等を地区の農用
地利用改善組合で話し合って調整し，内定させたもの
を町の農業委員会の総会に諮って決定している。受け
手の募集は，1 次募集は地区の利用改善組合のエリア
内で，1 次募集で応募がないときは近隣地区に広げた
エリアで，それでも応募がなければ全町から募集とい
うことになるが，概ね 1 次募集で応募者が出てきて
いる。こうした進め方は上富良野町でほぼ共通であ
る。なお，1990年代半ば頃の S 地区の 10 a 当たり地
価は畑17万円，田20万円，10 a 当たり小作料は畑
3,000～4,000円，田5,000～6,000円であった。
大規模経営が成立しているこの地域ではまた，大型
機械が圃場を縦横に動き回っている。丘陵地帯のこの
地区ではかってはトラクターの走行が困難な傾斜地も
少なくなかったが，上富良野町，美瑛町，中富良野町
の 3 町にまたがる十勝岳のすそ野の畑を中心とした
地域で実施された国営しろがね土地改良事業(3)によ
り，畑地灌漑，林地開発（農地造成）とともに層厚調
整（圃場均平）工事が S 地区および E 地区も含めて
実施され，これにより大型機械の走行が可能ななだら
かな傾斜の圃場に整備された。この事業の実施によ
り，地域の景観が大きく変貌することになった。かっ
て前田真三氏の写真等により全国的にも有名になった
「丘のまち」美瑛に連なる景観である。
こうした土地改良事業の実施もあってこれまでは離
農が発生しても農地の受け手が確保され，耕作放棄地
の発生は防がれてきた。しかし，残った農家が少なく
なり，受け手が少なくなってきた中で，今後もこれま
でのように受け手が確保出来るかどうかが課題とな
る。そのこととも関わって注目されるのは，有限会社
K 社の存在である。そこで最後に有 K 社について簡
単に補足しておこう。
K 社は，S 地区の 4 戸の農家の離農を契機として
2002年に立ち上げられた有限会社である。発足時 72
ha の農地取得と 61 ha の借地，合計 133 ha の経営耕
地でスタートした。その後2007年 15 ha，2008年 5
ha，2011年 1 ha，2014年 5 ha を拡大し，現在 160 ha
を耕作している。ほぼ連年の耕地規模拡大であり，K
社はこの他農作業の受託も行っている。こうした規模
拡大の経過からもうかがわれるように，また特定農業
法人の認定（2002年），農業経営改善計画の認定
（2007年，2012年）にも示されているように，K 社は
この地域の農業の重要な担い手であり，農作業の受託
も含めて地域での農地の受け手としての期待を担う重
要な存在である。
圃場の分布については，K 社が耕作している農地
は 160 ha という大面積にもかかわらず 2 ケ所の圃場
が少し離れている他は大部分の圃場がほぼ一つにまと
まっている。
K 社では離農した地区内の元農家 3 世帯 5 人が従
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表 S 地区住民会の構成（2014年 3 月現在)
総戸数 農家数 非農家世帯数
うち高齢
離農世帯
うち町外か
らの転入者
1 班 8 3 5 1
2 班 7 2 5 4 1
3 班 7 2 5 1 1
計 22 7 15 5 3
資料住民会資料より
表 E 地区住民会の構成（2014年 3 月現在)
総戸数 農家数 非農家世帯数
1 班 8 3(2) 5(4)
2 班 9 6 3(1)
3 班 5 2 3(1)
計 22 11(2) 11(6)
資料住民会資料より
注（ )内は市街地に住居を移している世帯数を示す
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業員として働いており，地区内の貴重な雇用の場とも
なっている。
K 社は大規模農業でありながらも環境保全型農業
や六次産業化，農産物加工品の販売，直売等にも力を
入れ，多面的な取り組みを展開している。2010年に
エコファーマーの認定を受け，2012年には食の安全
や環境保全に取り組む農場に与えられる JGAP 認証
を取得している。さらに2013年には IT 経営実践認定
企業の認定を受け，2014年には旭川信金産業振興奨
励賞の受賞，料理マスターズブランドの認定も受けて
いる。K 社の農場の主作物が小麦であることもあ
り，「はるゆたか」や「きたほなみ」の小麦粉，その
加工品のブランド化，販売にもメーカーとも連携しな
がら取り組み，軽トラ市の開催，参加や外部の関係者
との交流や各種のイベント等にも積極的に参加してい
る。K 社の社長がまだ47歳で若いこともあり，その
若い感覚，新しいセンスでこのように農場経営の枠を
超えるような新しい事業にも取り組んでいることが特
筆される(4)。
 住民の構成の多様化
(1) 住民会会員の構成
現在の S 地区住民会および E 地区住民会の会員の
構成は表41および表42の通りである。両住民会と
も総戸数は22戸であるが，そのうち非農家世帯が S
地区住民会では 3 分の 2，E 地区住民会でも半分を占
めている。かってはほとんどが農家で占められていた
集落の住民の構成は大きく変化し，農家戸数が減少す
る中で非農家世帯の比重が大きく高まった。1970年
代頃から離農しても集落にとどまる世帯があらわれ，
その数が徐々に増えてきた結果である。非農家の大部
分は，このように離農しても集落にとどまっている在
村離農世帯である。その中でも近年とくに多くなって
いるのがあとつぎは既に他出している高齢離農世帯で
ある(1)。
集落でのこうした非農家世帯の増加により集落の成
員は近年非常に多様な構成になってきている。例えば
S 地区の場合でみてみると，前掲表41のように住民
会22戸のうち農家が 7 戸，非農家が15戸，そのうち
在村離農世帯が12戸にものぼっている。この12戸の
うち，高齢離農世帯が 5 戸，地区内で設立された農
業生産法人（有 K 社）で働いているのが 3 戸，市街
地の方で勤務しているのが 1 戸，その他が 3 戸であ
る。
集落の成員の多様化をもたらしているもう一つの要
因は，地域外からの転入者，道外を含む町外からの移
住者の存在である。S 地区で各班に 1 戸，計 3 戸，E
地区で 2 戸含まれている（前掲表41および表42参
照）。E 地区ではこの他に地区に移り住んでいるが住
民会に未参加の世帯も存在する。地域外からの移住者
は，民宿経営，画家，宅配会社勤務，牧場経営を志す
人，定年退職後の生活を楽しむためここに移ってきた
人等多様である。共通しているのは，この地域，とく
に景観に惚れて，ここを生活の地としようとしたこと
である。住民会に未参加の世帯は別として外部からの
移住者は住民会の催事等の諸活動にも積極的に参加し
ており，農家戸数減少で住民会の構成員が少なくなっ
ている中ではこうした外部からの転入者，移住者の存
在は住民会にとって貴重である。
この地区の住民会の構成の特徴としてもう一つ指摘
しておかなければならないのは，市街地に住居を移転
しながらもなおこの地区の住民会のメンバーとなって
いる農家，世帯の存在である（前掲表42参照）。と
くに E 地区住民会の 1 班は，8 戸中 6 戸が市街地に
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表 市街地に住居を移転した農家・世帯の概要（E 地区
住民会 1 班)
市街地
への移
転年次
住民会メンバー 営農継続 備 考
1997年 現在 1997年 現在
a 1971 ◯ ◯ ◯（畜産業) ×
b 1972 ◯ ◯ × × 1992年から 6 年間住民会長
c 1973 ◯ ◯ ◯ ◯ 表 37 の◯農家
d 1973 ◯ ◯ × ×
e 1974 ◯ × ◯ × 2008年時点では住民会メンバー
f 1975 ◯ ◯ ◯ ◯ 表 37 の◯農家
g 1975 ◯ × × ×
h 1980 ◯ ◯ ◯ ×
資料E 地区誌編纂会編『E 地区誌』（1998年)，住民会資料
等による
北海道の農村社会・再考
住居を移しているメンバーであり，そうした市街地居
住世帯，農家によってこの班が維持されているのであ
る。市街地に住居を移転しながらもなお従来からの住
民会に所属するというのは上富良野町の他の地域にも
みられる新しい動きであるが(2)，この班の場合はメン
バーのほとんどが市街地に住居を移しながらもなお従
来からの住民会に所属しているという点で注目すべき
ケースといえよう。そこでこの点について節を改めて
もう少し詳しくその実態をみてみることにしたい。
(2) 住居は市街地に移転，住民会は従来通りの人
たち
前掲表42に示されているように E 地区の住民会に
は住居は既に市街地に移し，現在は E 地区には居住
していない農家・世帯も少なからず含まれている。
E1 班にはそうした農家・世帯がとくに集中してい
る。この班では早い時期に住居を市街地に移転する動
きが生じている。『E 地区誌』（1998年）によって，
市街地に住居を移転した農家，世帯の概要を整理する
と表43の通りである。
ここからまず確認できることは，1970年代前半と
いう早い時期に，いわば雪崩をうつ形でほとんどの農
家が市街地に住居を移転していることである（農家 9
戸中 8 戸）。移転先は市街地ではあるが様々で，住居
の集団移転，いわゆる集住の形成ではなく，個別の移
転である。
1970年代前半に市街地に住居を移転しながらも，
1997年時点で 8 戸中 5 戸が通作の形で耕作，営農を
継続している。通い作の形での営農が20年以上継続
されていたわけである。流石に現在は営農を継続して
いるのは 2 戸だけになったが，この 2 戸はそれを約
40年にもわたって継続してきたことになる。つまり 2
世代にわたる通い作での営農の継続である。さらに前
述したようにこの農家の中から経営規模を拡大する
ケースも生まれており，通い作ではあるが積極的な経
営展開を図っているのである(3)。
住居を市街地に移しても，さらに離農してもなお従
来からの住民会にとどまる世帯が多いことも注目すべ
きである。在村離農でなく，離村離農の形だが従来か
らの住民会に所属し，そこでのつきあい，つながりを
継続しているのである。住民会長や農事組合長（班長）
を務めることもあり，住民会，農事組合（班）との関
わりも消極的なものとは限らない。市街地に住居を移
していても住民会の重要な構成員，担い手であり，と
くに E1 班の場合はそうした人たちによって支えら
れ，担われているのである。
「住みやすさ」，「生活のしやすさ」という点では集
居制の市街地の方が生活しやすい面があることは確か
である。北海道の農村は，初めから市街地と散居制，
疎居制の農村部とに分ける形で形成されてきた。農家
戸数，集落の戸数が減少し，疎居制が際立ってきた近
年，また冬期間の除雪の問題等を考えれば余計そのこ
とがあらためて問題となるかもしれない。この事例は
市街地での生活の方を選択したケースといえるだろ
う。しかし一方でこのように市街地での生活の方向を
選択しつつも，他方で住民会，集落のつながり，つき
あいは従来からの住民会，集落への所属，つながりの
継続の方向を選択していること，しかもそれが約40
年間，2 世代にわたって維持されてきているところこ
そ注目すべきではないかと思われる。
北海道の集落は一応エリア制を基本としているが，
府県のそれに比べると流動的な面をもっている。この
事例の場合，居住地のエリアとは別に従来からの住民
会のつながり，関係によって維持されている集落であ
るという点では，属人制，ないしは属人制とエリア制
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とがミックスされた集落といえるのかもしれない。
 集落の再編・統合
(1) 全町的な集落の再編・統合
北海道では1980年代から90年代にかけて各地で農
事組合＝集落の再編・統合が進められた(1)。上富良野
町においても，2001年に農協の発案で農事組合の再
編が行われた。その直接の理由は，離農の多発による
農事組合の構成戸数の減少によりその機能を果たせな
くなってきたことである。生産調整の関係のとも補償
や連帯保証等も戸数減少で難しくなってきたこと等も
あげられている。
それとあわせて上富良野町では「農村地域自治組織
であった農事組合」を「産業組織の農事組合と自治組
織の町内会」に分離する再編が進められた。これに対
しては町からも助成が行われた。「自治組織の分離の
大きな理由としては，農村地域に離農や新規定住者に
より農業に関係しない住民が増えてきたため，農事組
合を自治組織として位置づけることに大きな支障が出
てきたため」であるとされている(2)。
E 地区，S 地区でも，離農しても引き続きその地域
に留まる在村離農が増え，集落での非農家の比重が高
まってきたことは前章で既にみた通りである。集落で
農家が大多数を占めている状況では農協系統組織に連
なる農事組合と行政組織，自治組織とが一体化した形
で集落組織を構成し，運営していてもとくに矛盾，問
題は生じない。戦前期から1960年代にかけて農会と
産業組合の系統化と行政のそれとが一体化したところ
で農事組合をベースとした集落（「農事組合」型集落）
の成立・展開があったことは 2 でみた通りである。
しかし集落の中で非農家が増加し，その比重が高まっ
てくれば，農協系統組織に連なる農事組合と行政組
織，自治組織とが一体化した形での集落の運営は難し
くならざるを得ない。両者の分離が避けられなくなっ
てきたのである。
このように集落の戸数の減少と非農家の比重の増加
の中で，農事組合の再編・統合，「産業組織としての
農事組合」と「自治組織としての町内会・住民会」の
分離が必要となり，農協と町との双方からの提起によ
って全町的な規模での農事組合，集落の再編・統合が
行われたのである。
2001年の全町的な農事組合の再編の状況は表51の
通りである。再編前には各地区で多数あった自治会
（旧農事組合）は，ほとんどの地区で一つに統合され
ている。そうでない場合でも 2～4 に統合されてい
る。再編前に最多の21の自治会（旧農事組合）があ
った H 地区も 4 つに統合されている。上富良野町全
体としても89の自治会（旧農事組合）から19自治会
に統合された。その一方でほとんどの地区で班が複数
設けられている。班が旧農事組合を一部統合しつつ引
き継ぐ形になっていると推測される。このように集落
の戸数の減少にあわせて自治会（旧農事組合）を大幅
に統合したことが，この2001年の再編の大きな特徴
である。
なお，表51の備考欄に2014年時点の自治会数，班
数も示したが，2001年の再編が必ずしも予定通り進
まなかったところも生まれている。とくに戸数規模の
大きな SM 地区や KW 地区では現在の自治会数は
2001年の再編時に予定していた自治会数を大幅に上
まわっている。戸数があまり多くない T 地区も同様
である。
ともあれ，2001年に進められた全町的規模での集
落（農事組合）の再編によって，旧来の自治会（農事
組合）が大幅に統合され，あわせて農協系統に主に連
なる「産業組織としての農事組合」と行政系統に連な
る「自治組織としての自治会，住民会」との分離が図
られ，「農村地域自治組織であった農事組合」の性格
が大きく変わることになった。なお，後者の点につい
ては前掲表51の限りでは必ずしも明確ではないが，
この点については E 地区および S 地区での集落の再
編・統合についてみる中で明確にしていきたい。
(2) E 地区および S 地区における集落の再編・統
合(1)
―全町的な再編・統合に先だつ農事組合の再
編
1) E 地区における農事組合の再編
E 地区および S 地区では全町的な集落の再編以前
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表 上富良野町における農事組合の再編状況（2001年 3 月現在)
住民会
地区
自治会数
新農事
組合
世帯数（戸)
班数 旧農事組合数
備 考
2014年度住民会2000年 2001年
3 月 4 月予定
うち
非農家 自治会数 班数 世帯数
KI 1 1 KI 16 4 2 2 1 2 15
N 1 1 N 13 3 1 3 1 1 9
EN 6 1 EN 42 6 3 6 1 3 37
T 8 1 T 53 15 4 8 4 4 51
E 4 1 E 30 16 3 3 1 3 24
R 5 1 R 40 11 3 5 1 3 39
S 6 1 S 26 7 3 6 1 3 22
SM 10 3
S1 27 16 2 4
S2 38 15 1 2
S3 41 22 3 4
計 106 53 6 7 7 82
KW 12 2
KW東 52 17 2 5
KW西 58 24 2 7
計 110 41 4 8 8 95
H 21 4
H1 64 14 4 7
H2 65 41 3 6
H3 49 3 3 4
H東 43 8 3 4
計 221 66 13 4 13 175
A 5 1 A 37 5 3 5 1 3 28
HD 10 2
HD1 65 26 4 5
HD2 58 37 3 5
計 123 63 7 2 8 119
合計 89 19 19 817 290 52 91 32 58 696
資料上富良野町役場資料より
注市街地の自治会は除く
KI 地区および N 地区については先行して1991年および1990年に農事組合の合併が行われている
北海道の農村社会・再考
にも農事組合の再編統合が何度かにわたって進められ
てきている。
E 地区では戦前期に前述のように E1 農事組合，
E2 農事組合，E3 農事組合の 3 つの農事組合が設
立され，それが集落の基礎組織となっていた。この農
事組合は，第 2 次大戦後分家新設等により戸数増加
が進む中で，1949年に E2 農事組合から E4 農事組
合が独立し，1951年に E1 農事組合から E5 農事組
合が独立し，戦後しばらくは 5 つの農事組合で推移
してきた。
その後戸数減少が進む中で，1973年 E2 農事組合
と E4 農事組合が再び合併し Eko 農事組合となっ
た。さらに1989年に E1農事組合と E5 農事組合も
合併し，Eky 農事組合となった(3)。いわば戦前の農
事組合の構成に戻る形になったのである。つまり戸数
の増加，減少にあわせて柔軟に再編を行ってきたので
ある。そこに集落，農事組合の北海道的な特質の一端
をみることができる。
なお，E 地区のそれぞれの農事組合の戸数の推移
は，表52の通りである。『E 地区誌』には戦後居住
者が多かった1955～1965年頃の居住者として Eky
農事組合方面21戸，Eko 農事組合方面35戸，E3 農
事組合方面27戸が記されているが，その合計は83戸
であり，それに比べると表52の1967年の戸数は64戸
と少なく，農事組合の統合が始まる前の1967年時点
で戸数の減少が既にかなり進んでいたことが分かる。
さらに1989年，1997年の数字は，前述したように市
街地に住居を移転し，農事組合は E 地区のそれに所
― 62 ―
表 E 地区における農事組合（集落）の再編と戸数
農事組合 1967年戸数
1989年
戸数
1997年
戸数 2001年
2014年
戸数
E1 11 4  9 1 班 8
E2 13  11 11 2 班 9
E3 19 13 6 3 班 5
E4 5
E5 8 6
教 住 8 6
計 64 34 32 22
資料E 地区誌編纂会編『E 地区誌』，『E 小学校開校80周年
記念誌』および住民会資料による
注教員住宅（教住)については2014年については校長が
代表する形で住民会に所属している
1989年については教員住宅にカウントされていない
1989年以降については市街地に住居を移転している世
帯も含む
表 S 地区における農事組合（集落）の再編と戸数
農事組合 1967年戸数
1989年
戸数
1997年
戸数 2001年
2014年
戸数
S1 21 12 10  1 班 8
S2 14 8 6  2 班 7
S3 10  1 1
S4 8 3 3 

3 班 7
S5  3 3
開拓（S6) 8 4 4
合 計 64 31 27 22
資料表52に同じ
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属していた世帯も含んでの数字である。農事組合の統
合はこうした戸数減少が激しく進む中で余儀なくされ
た統合であった。
2) S 地区における農事組合の再編
S 地区には戦後開拓集落も含まれ，それだけに農事
組合の再編・統合の過程はよりドラスティックである。
S 地区では戦前期には E 地区と同様に S1 農事実行
組合，S2 農事実行組合，S3 農事実行組合の 3 つの
農事実行組合が設立されていたことは前述した。敗戦
後，戦後開拓入植者16戸によって新たな集落（農事
組合）が設立され，さらに新たに分離した S4 農事
組合とあわせて戦後は 5 つの農事組合が存在した。
このうちまず，高度経済成長期以降の挙家離農の先
駆けをなした戦後開拓の集落（農事組合）の軌跡につ
いて簡単にみておこう。この開拓集落は，東京方面か
らの疎開者等による緊急入植世帯11戸，樺太からの
引き上げ入植世帯 2 戸，S 地区の既存集落等からの分
家入植 3 戸の合計16戸で構成されていた。この開拓
集落における離農は1960年代半ばから始まり，その
後雪崩をうつ形で離農が広がった。この農事組合の戸
数が，1960年16戸から1967年 8 戸と早期に半減して
いることからもそのことが確認できる(4)。この時期に
は S 地区内の他の農事組合ではまだほとんど変化が
なかった。転出先は様々だが東京方面が少なくなかっ
たことも特徴である。開拓集落における離農はその後
も進み，1990年代までに戦後開拓入植者は全戸が離
農している(5)。その中で一番後まで残ったのは S 地
区内の近隣集落からの分家入植者 2 戸であった。こ
の一番後まで残った 2 戸も最後は離農するが，居住
地を E 地区および S 地区の他の集落に移転しながら
開拓集落での営農を通い作でしばらく継続していたこ
と，離農後も農事組合，住民会の所属先は変更してい
ないこと，農事組合，住民会の所属はいわばエリア制
ではなく，属人制を選択していたことも特筆される点
である。東京方面や樺太からの戦後開拓入植者は，そ
こを定住の地とすることなく，全戸が離農転出したこ
とになる。入植地の条件の不利性ともあいまって戦後
開拓なるが故の流動性の高さがそこにあらわれたとい
えよう。
開拓集落も含む S 地区の戦後の農事組合の再編と
戸数の推移について表53にまとめた。戦後の S 地区
は，前述のように戦前からの 3 つの農事組合（S1 農
事組合，S2 農事組合，S3 農事組合）に加え地区の
一番奥の方で独立した S4 農事組合と開拓集落の 5
つの農事組合で構成されていた。このうち S1 農事
組合と S2 農事組合は2001年の全町再編のときまで
とくに変化なく推移している。
これに対しその他の農事組合は大きく変化した。
S3 農事組合は1980年代に連帯保証の問題等が原因
となって S3 農事組合と S5 農事組合に分かれるこ
とになった。このとき S3 農事組合に残った農家は 1
戸だけとなり，1 戸だけで農事組合を構成するという
やや特異な状況が2001年の全町的な再編のときまで
10年以上ににわたって続くことになった。「農村地域
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図 E 地区および S 地区の住民会，農事組合，班の構成
図 E 地区および S 地区の2001年の再編・統合前の住民
会，農事組合の構成
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自治組織としての農事組合」ではあるが，それはとき
には融通無碍の組織にもなりうるという一面を示して
いる。離農にともなう戸数減少に加えてこうした農事
組合の分裂とがあいまって S1，S2 以外の農事組合
は 1～4 戸の極少戸数のもとでかなり長い間推移する
ことになった。2001年の農事組合の全町的な再編に
よってその状況が漸く変わることになる。なお，かっ
ての開拓集落は戦後開拓事業の一段落の中で S6 農
事組合に名称が変わるとともに，離農跡地への既存農
家の転入等もあって戸数は 4 戸という状態がしばら
く続いていた。
(3) E 地区および S 地区における集落の再編・統
合(2)―2001年の再編・統合―
2001年の再編・統合の特徴は，少戸数化した個々
の農事組合の統合ということにとどまらず，農事組合
は農家のみの組織として E 地区，S 地区それぞれ 1
つに統合するとともに，住民会は従来通り非農家も含
めた住民組織とし，両者の関係，役割を明確にする形
の再編・統合を行ったことである。
そのときそれまでの農事組合と重なる形で「便宜上
の組織として班を今までの名残として残した｣(6)。班
は非農家も含む組織として，前掲表52，表53に示
されているように両地区とも 3 つの班が設置される
ことになった。E 地区はそれまでの 3 つの農事組合を
そのまま引き継ぐ形であるが，S 地区についてはかな
り大幅な再編を行い，S3 農事組合は S2 農事組合
に統合して 2 班に，S4 農事組合，S5 農事組合，S
6 農事組合を一つにまとめて 3 班となった。
非農家の班と農家の班に分けるかという議論もあっ
たが，班は結局非農家と農家を含む組織として構成さ
れることになった。その限りではエリア制が維持され
たといえよう。
再編・統合後の住民会，農事組合，班の構成を図示
すると図51のようになる。以上の再編の経過を見る
限り，E 地区および S 地区での集落（農事組合）の
再編は，従来までの農村地域自治組織としての農事組
合からの転換，すなわち産業組織としての農事組合と
自治組織としての自治会，住民会とを分離するという
上富良野町の全町的な再編の狙いとするところがほぼ
その通りに進められたと評価することができよう。従
来からの経過もあり，集落＝農事組合という受け止め
方が根強く残る面も含みながらも(7)，実態としては農
事組合＝農家組織，住民会＝非農家を含む全世帯によ
る住民組織，という分離とそれにそった運営が定着し
ている。その実態は次の 6 でみる通りである。
従来は農事組合が基礎組織（集落）であり，住民会
はその連合組織として存在していた（図52）。それ
が2001年の再編・統合により，農事組合は農家だけ
の組織として純化させるとともに，地区で一つにまと
められ，他方住民会は非農家も含む全世帯参加の組織
として従来通り両地区それぞれ 1 つ存在し，さらに
従来の農事組合を引き継ぐ形で農家と非農家をあわせ
た組織として各地区 3 つの班が残されることになっ
た。こうして住民会と農事組合とが横に並立し，班が
その下に位置する形となり，集落組織は住民会と農事
組合，班の 3 つの組織が重合する形で構成，運営さ
れるようになったのである（前掲図51参照）。
北海道の農村集落は不安定で変動しやすい集落であ
るとされてきた。農家の流動性（離農，転出，転入）
とそのことによる農村組織，集落の変動性がその基礎
にあった。その点では「高定住社会｣(8)ともされる府
県農村とは大きな対照をなす。機能的な組織であるが
故にその機能発揮に支障がある場合には比較的容易に
再編されるという北海道の集落に特有の面のあらわれ
でもある。
― 64 ―
明治大学農学部研究報告 第65巻－第 3 号（2016)
こうした視点から北海道の農村集落を長期的にみれ
ば，2 でも指摘したように，今回の農事組合（集落）
の再編は今後も続く継続的な再編の一局面として捉え
るべきかもしれない。現に，全町レベルでの再編・統
合後の上富良野町の集落に関しても，「現在70歳代で
後継者のないまま営農している農家も多く‥‥今後急
速に離農が進み，10年前後で自治会レベル，住民会
レベルでのコミュニティ経営は難しくなる地区も出て
くる｣(9)という指摘もある。
E 地区および S 地区に即してみても，
◯後継者なしの農家がかなり存在する
◯非農家についても在村離農の場合，その多くは高
齢離農世帯，すなわち高齢者だけの 1 世代世帯であ
る
◯E 地区 1 班のように住居を市街地に移している農
家・世帯が集落を支えているが，それが次世代にどこ
まで引き継がれるか
◯地域外からの移住者も一定数いて集落の構成員と
なっているが，その多くは一代限りとみるべきであろ
う
等の不安定，不確定な要因をかかえており，今後さ
らなる集落の再編の可能性をはらんでいるとみなけれ
ばならない。
 集落の運営と諸組織
(1) 集落の運営
1) 農事組合
農事組合の会合はかつては月に 1～1.5回という高
い頻度で行われていた。今は農協や役場からの連絡事
項等はファックスで流されるようになったこともあ
り，直接集まることは大幅に減少し，年に 4～5 回程
度になった。
例えば E 地区の場合だと，まず春の農作業が始ま
る前に一度農事組合の集まりがあり，秋の収穫作業が
終わったとき，さらにその中間の時期に集まりがもた
れる。
こうした農事組合の会合の回数の減少にもあらわれ
ているように，農事組合，集落のつながりは昔からみ
るとかなり弱まっている。かつては農協の組合員勘定
制度が存在していたこともあり，資金の借入に対する
連帯保証の慣行があり，そこで農事組合は重要な機能
を担っていた（いわば「連帯保証の組織としての農事
組合」）。しかしその連帯保証の慣行もなくなり，また
2000年代初頭の農協の広域合併後まもなく，この地
域では組合員勘定制度も廃止となった。こうしたこと
等があいまって農事組合の活動が減少・停滞し，農事
組合としての共同性，連帯性も次第に弱まり，今は必
要最小限の活動しか行なわなくなった。それはこれま
で農事組合や集落が担ってきた活動，機能が外部の諸
組織，機関が担うようになり，農事組合が直接担う必
要性が低下してきたこととも関連している。
そのことはまた，農事組合や集落の活動の必要性が
生じたときには農事組合，集落としての活動も活発化
する可能性があることを示している。中山間地域等直
接支払い事業にともなう取り組みはその一つの例であ
ろう。この地区では中山間地域等直接支払いの事業で
道路の草刈りが年に 2 回行われている。草刈り機は
各戸の持ち寄りである。これには非農家も可能であれ
ば参加してもらうようになっている。なお，花壇づく
り等の環境美化活動は後述のように老人会が担当する
ことになっている。こうした中山間地域等直接支払い
の事業は近年次第に弱まってきている集落の共同活動
や集落のつながりの維持，活発化に貢献しているとい
えよう。
2) 住民会
住民会は従来から E 地区，S 地区それぞれに設置
され，それぞれの地区の住民全体をまとめる住民組
織，自治組織として機能してきており，それは合併後
も変化していない。
住民会では年に 1 回総会が行われる。秋のお祭り
は住民会にとって最大の行事である。かっては E 地
区，S 地区それぞれ別の日にお祭りが行われていた
が，戸数の減少等もあり今は秋の収穫作業が本格化す
る前の 9 月 3 日に合同で行うようになった。神社は
今でも別々に祀られており，神社に参拝して皆で御神
酒を飲む習わしの宵宮もそれぞれ別に行われている
が，本祭は両地区合同で行われている。神主は上富良
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野神社の宮司につとめてもらっている。
毎年 8 月に両地区の住民会の会長，三役が音頭を
とって祭りの準備のための打ち合わせ会議が行われ
る。祭りの当番は，E 地区，S 地区で毎年交替で担当
し，それぞれの地区では班単位で準備を担当するが，
当番となった班では全員が夫婦で準備に当たることに
なる。菅を刈ってきて陰干しをしたものを材料とする
しめ縄づくりは大変な作業となる。なお，祭りの当番
は2013年までは班毎にやっていたが2014年からは 3
つの班全体であたることになった。
かっては祭りのときは芝居が上演され，地区の住民
はもとより他の地区からの参加もあり大変な賑わいで
あった。その後映画の上映に変わり，さらにその後は
それも行われなくなった。
それはともあれ，このように本祭は両住民会合同で
行わざるを得なくなったが，宵宮の方はそれぞれの住
民会毎で，というところに少戸数化した中での祭りの
取り組み方の工夫，苦心がうかがえる。
3) 班
班はかっての農事組合の単位で設置され，その地域
の全住民（農家と非農家）が構成員となっている組織
である。連絡事項はやはりファックスで送られてくる
こともあり，集まりの必要性も低く，班毎の集まりは
年 3 回程度である。班のつながりは以前に比べると
弱くなっている。つながりを維持するために忘年会あ
るいは新年会等を行っているが，何もしない班もある。
冠婚葬祭ではかっては集落，班が重要な役割を担っ
ていた。祭りだけは前述のように今も班が主体になっ
て準備に当たっている。葬式もかっては通夜の料理の
準備等も含めて集落，班の人たちが総出で支えてきて
いたが，近年は葬儀屋，仕出し屋に頼むことが多くな
っている。このようにかっては集落の出番でもあった
冠婚葬祭での役割も総じて低下傾向にある。
なおこうした祭りその他の集落の諸行事については
外部から転入して住民会のメンバーになった人たちも
積極的に参加している。それは集落の従来からのメン
バーと新しい転入者が顔をあわせて交流を深める貴重
な機会でもある。
さらに市街地に住居を移している住民会のメンバー
の人たちもまたこうした祭りの手伝い等の集落の諸行
事には欠かさず参加している。
(2) 諸組織
1) 老人会
この地区では集落に関わる諸組織は現在は両地区一
緒で組織されているものが多い。老人会もそうであ
る。地域の住民の高齢化が進む中で老人会は最も多く
の会員を擁する組織であり，かつ最も活発な活動を展
開している組織でもある。
両住民会の戸数があわせて44戸の中で，老人会の
会員数は現在31名である(1)。会員資格は65歳以上と
なっているが，実際に加入するのはほとんどが70歳
になってからである。年会費は 1 人1,000円である。
毎月 2 回例会を開き，毎回15～17人が参加してい
る。その年間の活動状況を表61に示した。月 2 回の
例会を通じて会員が顔をあわせて話し合い，時に花壇
の作業やパークゴルフ，カーリング等で汗を流し，懇
親会や温泉等で交流を深める等活発で多彩，幅広い内
容の活動を行っていることがここからもうかがえる。
この老人会の活動とかかわって注目しておきたいの
は，中山間地域等直接支払いの事業の一部が老人会に
委託され，前掲表61からもうかがわれるように花壇
の整備等の環境美化活動を老人会が主体となって進め
ていることである。それによって中山間地域等直接支
払いの交付金の一部が老人会に支給され，老人会の活
動費にあてられている。さらにコミュニテイ広場の維
持管理についても町から老人会に委託され，その活動
に対しても少額だが一定の助成が行われている。老人
会がこうした地域の環境整備・保全の取り組みの担い
手となっており，またそのことによって老人会の活動
が活発化するという関係にあるとみることができる。
地域・集落と一体となって取り組まれている小学校
の行事の一つである学芸会にも老人会のメンバーの作
品を展示する形で参加しており，学校の諸行事との関
わりも深い。また学芸会の日の午後に敬老会を行うこ
とも慣例となっている。
市街地に転出している高齢者もここの老人会に入っ
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表 老人会の活動状況（2013年度)
3 月 7 日 総会準備
19日 総会 コミュニテイ収支関係
4 月10日 第 1 回例会 会費徴収等
24日 例会
5 月13日 例会を兼ねて花見 E 地区会館
28日 公民館花壇の畑起こし 苗の注文 除草剤散布
6 月 7 日 花壇苗植え 清掃作業 その他
28日 コミュニテイ清掃 除草剤散布
E 地区会館裏の松の木始末
7 月12日 日帰り研修 上ホロ荘 1 日を楽しむ
22日 花壇除草 広場清掃その他
8 月 7 日 周辺清掃 その他
31日 社会奉仕 S 地区会館清掃庭木剪定 その他 懇親会
9 月13日 椅子10脚購入 パソコン整備等
27日 E 地区会館周辺 コミュニテイ除草 物置清掃
10月 3 日 日帰り研修 上ホロ荘 13名出席
26日 周辺整理 冬に向けた諸準備
学芸会展示作品打ち合わせ
11月 7 日 学芸会展示作品 手芸品 水墨画等提出
椅子10脚購入
9 日 学芸会参加 午後敬老会
23日 忘年会の日程等打ち合わせ
12月13日 フラヌイ温泉 例会兼ねて忘年会 16名
資料老人会総会資料より
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ていて（6 人程），例会等に参加している。
このようにここでは環境美化等の地域活動も含む老
人会の活動が活発に展開され，そこに多くの会員が参
加することで，高齢者が地域，コミュニテイを支えて
いるともいえる状況が生まれている。
高齢者にとっても，老人会の例会等に定期的に参加
することは，自宅外に出て他の人とふれ合い，話し合
う貴重な機会となっている。ここに参加するのは，い
わば「元気な高齢者」であるが，老人会の活動は高齢
者の健康維持にとっても重要な役割を果たしている。
2) その他の諸組織
農協女性部は農協の広域合併（2001年）後，上富
良野町で一つの支部になり，E 地区や S 地区の支部
がなくなった。女性部への加入自体もかっては強制加
入で全員が加入していたが，それが問題だということ
になり2013年からは任意加入になった。農協青年部
も同じ状況である。
婦人会も，役員を務める人がいなくなる等で最近解
散となった。なお，婦人会の解散後，中高年女性の有
志グループとして「フレンズ」というグループが立ち
上げられた。老人会に入る前の中高年の女性のグルー
プで，定期的に集まってお茶を飲みながら雑談，交流
を行っている。フォーマルな組織はなくなったが，中
高年女性がこうした任意のお茶飲みグループを自主的
に立ち上げて交流を図る動きが生まれていることは注
目される。
この他子供たちの保護者会として子ども会がある。
お祭りの直来のときに子どもたちが御輿担ぎで参加し
ており，そのとき子どもたちにおやつとして焼き肉を
ふるまうのが慣例となっている。それに対し住民会か
ら子ども会に助成がなされているが，その他子ども会
では古新聞の回収やビンの回収活動にも取り組み，そ
の益金を活動資金にあてている。
(3) 学校の行事・運営と集落
戦前期から E 地区および S 地区の両地区が一つの
小学校区を構成してきたことは 2 でみた通りであ
る。前掲図21にも示されていたように児童数は1960
年前後から減少し始め，とくに1990年頃には10人前
後にまで減少し，小学校の存続が危ぶまれるようにな
ってきた。そこで両地区では，小学校の存続を図るた
め，「学区外通学特認校」の申請をして要請活動を重
ね，1991年に「特認校」の指定を受けた。それによ
り校区以外の地域（市街地等）からも生徒の募集を行
い児童数を確保することで学校の存続を図り，特色の
ある学校運営を行ってきた。
上富良野町では市街地に設置された小学校以外はほ
とんどが統合，廃校を余儀なくされる中で，この地区
では小規模ながらも学校の存続を図ってきたこと自体
がまず特筆される点である。そうしたこともあって，
この地区では学校と地域，集落とのつながりがとくに
強く，学校の様々な行事に児童の保護者だけでなく地
区の多くの住民が参加し，学校の運営を支えてきてい
る。それが地域の誇りでもあり，逆にまた学校が地域
の拠点にもなってきた。校長と教頭は住民会のメン
バーになっており，様々な面で学校と地域，集落とが
互いに支え合ってきた。
学校運営，学校行事と地域・集落との関わりについ
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てもう少し詳しくみておくと，例えば学校側の「教育
推進の構想」において「保護者・地域との連携」が掲
げられ，運動会，公開参観日，学芸会，収穫祭などの
「地域公開行事の充実」と「地域行事への参加（住民
会）」等があげられている(2)。運動会，学芸会には地
域の住民があげて参加しており，学芸会は子どもたち
の学習の成果の発表の場であると同時に前述のように
老人会の作品展示等も行われている。また学芸会の日
の午後は敬老会という形で学校の行事と地域の行事と
がセットで組まれている。収穫祭には保護者だけでな
く，学校園活動で「畑の先生」として作付けや収穫方
法を教えてもらった老人会のお年寄りも招いて交流を
図る等している。また住民会の行事である秋祭りには
子ども達も直来のときの御輿担ぎに参加している。
このようにここでは地域と学校が一体化した形で運
営されてきており，まさに地域，集落に支えられた学
校である。それは小規模校なるが故の特徴であり，そ
れが特色ある学校運営を支えてきたといえよう。その
ことがまた地域，集落にとっても活性化につながり，
学校が地域の人たちが寄り合う地域の拠点としての意
味を持つようになってきた。
しかし，校区以外からの児童の募集によって学校の
存続を図ってきたこの学校も，校区内からの児童がゼ
ロとなり，今後しばらくは校区内からの児童が見込め
なくなったことから，2014年度をもって廃止される
ことになった。残念な事態である。小学校が廃止され
ることで予想されるこの地域へのマイナスの影響をど
うカバーしていくかが今後の課題であろう。
 生活・福祉問題と集落
農村生活問題への地域の関わり，とくに高齢者の増
加のもとでの高齢者福祉への対応が全国的に大きな課
題になっている。それは高齢化が進んでいる北海道の
農村にとっても避けて通れない課題であり，とくにそ
こでの集落の関わり，高齢者福祉を中心とした生活・
福祉問題に集落がどう関わるのか，関わりうるのか
は，今後の農村集落のあり方，その評価とも関わる重
要な論点となっている(1)。
高齢者福祉，高齢者に対するケア，サポートについ
ては様々なレベルでの取り組みが課題となる。介護保
険制度のもとでの施設サービスや居宅サービス等だけ
でなく，とくに地域との関わりということでは，疎居
制，積雪寒冷地という北海道の農村特有の条件下で，
車を運転できない高齢者に対する買い物や通院等の足
の確保，冬期の道路の除雪，とくに自宅から公道まで
の除雪や家屋の雪下ろしの問題等も高齢者世帯にとっ
ては切実な問題となる。また要介護（要支援）認定者
に対するサービスだけでなく，いわば「元気な高齢者」
に対する取り組みも重要となる。
上富良野町でも高齢者を対象にした様々な施策，取
り組みが行われている。要介護認定者を対象としたデ
イサービスセンター（2 ヶ所），ヘルパーステーショ
ン（2 ヶ所），小規模多機能型居宅介護事業所等が設
置され，様々な居宅サービスや地域密着型サービスが
行われている。デイサービスセンターにはマイクロバ
ス（ワゴン車）での送迎も行われ独居の人も利用可能
な体制となっている。また，町による特別養護老人
ホーム（定員50人）や老人保健施設（定員28人），社
会福祉法人等による軽費老人ホームや住宅型有料老人
ホーム等も設けられている。特養等の施設入居者は
100人を超えているが，なお多数の待機者が存在する
状況である。その他高齢者を対象とする介護予防を目
的とする通所型介護予防事業，ショートステイ，ホー
ムヘルプ等も行われている。
この他，町による元気な高齢者を対象とした施策で
注目しておきたいのは，「ふれあい広場」の取り組み
である。これは，地域毎に公民館等を活用して閉じこ
もりになりがちな高齢者に集まってもらいゲームやカ
ラオケ，漬け物づくり等を楽しんでもらうものであ
る。住民会単位で行い，それに対して町が補助を行っ
ている。2000年代の初め頃，町が地域に働きかけて
始まり，当初 3，4 つの地区が手をあげ，次第に広ま
った。それが現在まで続いており，今は社協から地区
に支援する形になっている。いわば「元気な高齢者」
を対象に，各地区毎に行われるこの「ふれあい広場」
は，高齢者にとっては貴重な機会であり，介護予防の
意味ももつ。前章で E 地区，S 地区の老人会の取り
組みを紹介したが，これはまさにそれと重なるもので
― 68 ―
明治大学農学部研究報告 第65巻－第 3 号（2016)
ある。
町ではまた年 1 回，毎年春に民生委員が高齢者の
いる世帯をまわって調査し，その結果を受けて地域包
括支援センターが対応することになっている。
見まわり隊のようなものはまだないが―地区によっ
ては検討しているところもある―，孤独死等を防ぐた
め緊急時に電話回線を利用してスイッチを押せば消防
署に通じる緊急通報システムを設けている（2000年
から）。本人からの申請で設置するもので，現在180
戸位に設置され，それなりに機能している。また町と
郵便局が協定して，各世帯を回る郵便配達や宅配業者
から連絡をうける体制も作っている。
E 地区，S 地区の場合でみると，除雪については，
これまで公道は行政が行っているが，農家の場合住宅
から公道までかなりの距離があることも多く，そこは
基本的に各世帯が行わなければならい。トラクター等
を使って各世帯で除雪を行っている。そのため，離農
してもトラクターは手放せない。屋根の雪下ろしも大
変な作業である。雪が落ちやすいように（自然に落ち
るように）業者にたのんで屋根にペンキを塗ってもら
ったというような例もある（費用60万円）。いずれに
してもまだ元気で，自分でやれるうちは問題はない。
しかし高齢化した場合，とくに女性の高齢独居世帯の
場合はそれが難しい。今のところは近所の人が助けた
り，町内に他出している子どもや親戚が応援にきてし
のいでいるのが現状である。E 地区の場合，市街地に
住居を移している世帯が少なくないが，空き家の雪下
ろしを住民会が申し出て行った例もある。その他空き
家の雪下ろしを業者に頼む例も生まれている。
買い物や通院の足についても，A コープが廃止と
なり，かっては町内に二つあったスーパーも一つにな
ってしまった。病院も市街地に国保病院の他個人病院
がいくつかあるが，通院にはほとんどが自分で車を運
転して通っている。なお，この地区の少学校はヘリ
ポート基地にもなっており，ドクターヘリが飛べる体
制（旭川日赤病院）になっている。
公共交通としては，この地区では町による定時の過
疎バスがスクールバスをかねて走っている。今後予約
型バスを導入することも検討中である。
民生委員は両地区でそれぞれ 1 名ずつ選出されて
おり，前述のように年 1 回高齢者のいる世帯をまわ
って高齢者の状況を把握している。福祉推進委員も両
地区からそれぞれ 1 名ずつ選ばれている。これは最
近選出されるようになったもので，学芸会の日の午後
に行われる敬老会の世話などを行っている。
E 地区には公民館分館が設置されているが，その利
用頻度は高い。分館長は小学校長，分館主事は住民か
ら選出されている。分館運営費は戸数割で徴収してい
る。
以上に概観したこの地区での福祉や生活問題，とく
に高齢者へのケアやサポート，介護等については充分
把握できていないところが多いが，大きくは行政関係
を中心にした取り組みと，家族や親戚，隣近所等のい
わば個別，インフォーマルな対応が主体となってお
り，地域，集落がそこに関わるとしてもごく限られた
部面であることは否めない(2)。
やや乱暴な言い方になるが，高齢者が元気でいられ
る間は，地域での生活が可能である。しかしそれで
も，最近の離農世帯に多く見られる高齢者世帯，とく
に独居の女性高齢者の場合には地域や隣近所の支援が
欠かせない面がある。そしてそこにインフォーマルで
間接的な形ながら地域，集落の存在が重要な意味をも
っているように思われる。前章でみた老人会の活動も
そうしたところに位置づけられるのではないか。
参考までに，S 地区，E 地区に居住している高齢世
帯，独居世帯のいくつかの事例を紹介しておこう。
EK さん（80歳代半ば）。離農してかなり長いが
（在村離農），夫が2014年死亡して 1 人になった。子
息が町内に住んでおり，一緒に暮らそうといわれてい
るが，長く生活してきたこの地から離れられないとい
うことで，もとからの家で 1 人で生活している。そ
のため子息が毎日のように通ってきている。
EY さん（70歳代後半）。離農（在村離農）し，夫
も死亡して現在は従来からの家に一人住まいをしてい
る。子息は隣町に在住している。隣に住み，親戚でも
ある前掲表37の◯農家が冬期の除雪等を支援してい
る。
TY さん（70歳代前半）。10年程前に離農。そのと
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き農地も売却処分した。土地は売却してもなお集落に
とどまる事例である。子息は町内に在住しているが，
夫人が早くに亡くなり，独居状態を続けている。少し
前から老人会に加入した。
MH さん（70歳代初め）。最近離農。農地は処分し
たが集落に留まっている。MH さんは住民会会長も
務めるなど集落の運営にも深く関わってきた人である。
以上の事例にも示されているが，とくに高齢の独居
女性は元気であっても，除雪その他の支援がどうして
も必要になる。それを近所の農家や比較的近くに住ん
でいる他出子等が支えているというのが実態であ
る(3)。さらにまた閉じこもりになりがちのこうした高
齢者にとっては老人会の集まりは他との会話や交流を
行える貴重な機会である。
さきに見た事例は「元気な高齢者」の場合であるが，
問題は身体が不自由になり元気でなくなった場合であ
る。その場合には特養等の施設に入居するか，近間に
いる他出家族が支援に来るか，あるいは他出した家
族，親戚のところで世話になるか，ということになら
ざるを得ない。施設への入居も前述のように待機者が
多数という状況で希望しても入居は容易ではない。近
間にいる他出家族が支援に来るというのも短期間なら
ともかく長期化すれば家族の負担は大きくなる。いず
れにしても，高齢者だけの世帯では，こうした状態に
なった場合には地域，集落に留まることが難しくなっ
てくる。住み慣れた土地に死ぬまで留まりたい，そこ
を墳墓の地としたいという思いがあっても(4)，それが
必ずしも容易ではないことも現実である。
 結び
1 で提起した課題にそって（順番は異なるが），こ
れまでの分析結果をまとめ，若干の考察を加えて結び
としたい。
(1) ｢農事組合」型集落の変容と集落再編
事例地域では，高度経済成長期以降に進んだ離農の
多発による集落の少戸数化，さらに1970年代頃から
徐々に発生した在村離農，とくに高齢の在村離農の増
加により集落の成員構成が大きく変化し，それまでの
農家を主体とした集落の変容が進んできた。昭和戦前
期に成立した「農事組合」型集落の変容である。
これに対し事例地域では，農家戸数減少にともなう
農事組合の統合をかなり早くから進めてきていたが，
集落の住民構成の変化（成員戸数の減少の中での非農
家世帯の増加）を背景とした全町レベルでの集落・農
事組合の再編が提起されたのを受けて，2001年に集
落・農事組合の大幅な再編・統合が行われた。その内
容は，農事組合を農家だけの組織とするとともに，農
家戸数の少数化にともない農事組合（E 地区 3 つ，S
地区 6 つの農事組合）を両地区それぞれ一つに統合
したこと，住民会自体はそのままだが，農家の組織と
しての農事組合と非農家世帯も含む全住民が参加する
住民会とをはっきりと分離したこと，その上で旧来の
農事組合の範域での農家と非農家を含めた組織として
班を設けたこと（「農事組合の名残として残した」）等
である。
かっては農事組合も住民会も非農家を含む組織で，
農事組合が基礎組織で住民会はその連合組織であっ
た。しかし2001年の再編・統合により，住民会は農
事組合の連合組織ではなく，いわば横並びの組織とな
り，経済組織，農家組織としての農事組合と，非農家
世帯も含む全住民の自治組織としての住民会とが組織
的にも機能的にも明確に分離されたのである。
このように事例地域では，単に少戸数化した農事組
合の統合・再編ということだけでなく，農協等に連な
る経済組織，農家組織としての農事組合と非農家世帯
も含む自治組織としての住民会との分離という全町的
な再編・統合の趣旨通りに集落・農事組合の再編が進
められ，それが定着してきた。
こうしたことの背景には，農家戸数の減少というこ
とだけでなく，従来からの連帯保証の慣行がなくなっ
たことにも示されているように農家の経済組織として
の農事組合の機能も縮小してきたことも指摘される。
他方，住民会は農村部でもその比重が増してきた非農
家世帯も含む全住民の自治組織としての内実を固めて
きている。市街地に転出した世帯の多くも引き続き従
来からの住民会に所属し，古くからのつきあい，つな
がりを継続していることは，住民会の中でのそうした
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つながり，つきあいが住民にとって意味のあるものと
して受け止められていることのあらわれともいえよう。
(2) 高齢社会化の中での農村集落
その上でなお課題として残るのは生活互助，高齢者
福祉等の生活問題と集落との関わりである。かっては
高齢者は多世代同居で家族とともに暮らしていた。そ
こでは同居している家族が主に高齢者をサポートして
おり，高齢者のケアやサポートが社会的な問題として
外部化することは少なく，地域，集落にとっても課題
となることはあまりなかった。
しかし，あとつぎが他出した高齢農家の在村離農の
増加とともに状況は大きく変化することになった。離
農して集落に留まる高齢者は，死ぬまでそこに住み続
けたいという思いで，いわばそこを終ぞの住処として
選択したということでもある。それに対して集落がど
う応えるか，あるいはどこまで応えうるかという新し
い問題が現出しているのである。
生活福祉，とくに高齢者福祉は行政あるいはそれと
連携した社会福祉法人等の民間組織が主に担ってきて
いる。そこで地域，集落が担う部分は少ない。その中
で，疎居制，積雪寒冷地という北海道の農村特有の事
情とも関わって，例えば道路の除雪，住宅の屋根の雪
おろし等のように，行政だけではカバーしきれず，地
域，集落も関わらなければならない部分も存在する。
高齢者福祉への地域，集落や家族の関わりについて
は，元気な高齢者と元気でない高齢者とに分けて考え
る必要があるのではないか。高齢者が元気な間は，高
齢（独居）世帯であっても地域での生活が可能である。
しかしそれでも冬期の除雪や声かけ等，近所や地域，
集落の協力，支援が欠かせない。事例地域でもそうし
た支援，協力が行われている。また町が提起した「ふ
れあい広場」，事例地域で行われている老人会の月 2
回の例会も閉じこもりになりがちな高齢者が定期的に
寄り合う機会を確保するものとして，高齢者福祉，介
護予防の面からも重要な役割を担っていると評価でき
よう。老人会の活動それ自体は高齢者自身の取り組み
であるが，住民会がその活動の場を設け，サポートし
ているという点では地域，集落との関わりをもった取
り組みといえよう。
高齢者が元気でなくなり，身体が不自由になったり
した場合には，行政（施設への入居その他の介護サー
ビス）や他出した子どもや親戚のケア，サポートに頼
らざるをえないことになる。
ともあれ高齢者福祉については行政等が担うべき部
分が主であるが，それではカバーしきれない部分につ
いては，小内［2014］等も指摘しているように，家
族と隣近所も含む地域，集落とが暗黙での仕分けを行
いながら支援を行っているとみることが出来よう。
(3) 戸数減少局面の歴史的意味―「農事組合」型
集落から「農村住民組織」型集落へ―
最後に，以上のことも踏まえながら北海道の農村集
落の変化を少し長い歴史的タームの中に位置づけて考
えてみることにしたい。
北海道の農村社会の開拓期から現在までの期間にお
ける戸数変動については事例地域に即していえば，以
下の 3 つの局面に分けることが出来る。
◯戸数増加，開拓入植進展の時期1900年前後か
ら1920年前後
◯戸数増加一段落，相対的安定期1920年代から
1960年前後
◯戸数減少の時期1960年代以降
◯の期間はこの地域の開拓が空知地域や上川中央部
に比較して遅れたこともありごく短期間で，◯の相対
的安定期も30～40年間ほどで短かった。これに対し
◯の局面が最も長く，現在はその長い減少局面の途上
にある。
この間，◯の相対的安定期にも個々には流入（分家
新設も含む）と流出があり，その中で早期に転入，定
着した部分が階層的には上層，集落の担い手層（役職
層）をなすという差を含みながら，成員の流動性が続
いていた。集落もまたそうした成員の流動性の上に成
り立ち，変動的な要素をたえずはらんでいたといえよ
う。
「農事組合」型集落は，個々には流動的な部分を含
みながらも比較的定着的な中農層が厚く形成された◯
の相対的安定期に成立した。しかし農業構造が大きく
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変動し，農家戸数も長期にわたって減少し続け，集落
の成員の流動性が高まってきた◯の局面に入り，とく
に近年になるにしたがい，その変容が激しくなってい
る。
集落のあり方の変容を迫る要因として重視すべき
は，成員戸数の減少もさることながら，より重要なの
は集落の成員構成の変化，多様化である。「農事組合」
型集落においてはそのほとんどが農家であり，比較的
等質的な構成であった。それに対し，成員の多様化は
集落のあり方を変化させることになる。
この成員の多様化は，事例地域に即してみると，一
つは，近年次第に増えてきた在村離農にともなう非農
家の増加，とりわけ高齢離農にともなう高齢非農家世
帯の増加である。高齢離農の場合には一代限りという
面が強くなるが，他方で集落に居住しつつ市街地方面
で勤務するという新しいタイプも生まれている。その
場合は必ずしも一代限りではないかもしれない。さら
に事例地域の特殊ケースかもしれないが，離農したが
地域内の農業生産法人（K 社）で働くという人たち
もいる。非農家世帯のもう一つのタイプは外からの転
入によりこの集落（住民会）の成員になった人たちで
ある。その人たちは民宿経営，宅配業あるいはリタイ
ア後の生活を楽しむためにやってきた人等多様である。
こうした成員の多様化は集落への関わり方，期待の
多様化にもつながる。また集落の戸数の減少の中では
こうした多様化した成員，非農家世帯の集落での比重
が高まり，それが集落で多数をなすこともある（S 地
区の場合には22戸中非農家が15戸）。ほとんどが農家
であった時代とは大きく異なってきたのである。
残っている農家自体にも変化が生じている。後継者
となった経営主層は開拓 4 代目にあたる世代が中心
であるが，一度農外で就業し U ターンで就農した人
もいる（本人の意思により就農を選択した）。また配
偶者が別に職業を有し，夫が主に就農というケースも
ある。そういう面でも新しいタイプの農業者が生まれ
てきているとみることが出来る。
また，農事組合自体も残った農家が大規模化，少戸
数化し，かっての農事組合の主要機能でもあった連帯
保証が廃止されたこと等もあいまってその機能は縮小
している（農事組合の会合の回数も減少）。
以上のようなことが重なって事例地域ではそれまで
の集落のあり様は大きく変化してきている。その変化
の方向は，あえていえば「農事組合」型集落から「農
村住民組織」型集落への転換とでもいえるのではない
か。「農村住民組織」型集落という表現はあまり熟さ
ない表現であるが，その含意はやや繰り返しになるが
およそ以下のようなことである。
第 1 は，農家の組織から非農家世帯を含む地域住
民全体の組織への変化ということである。
第 2 は，それは非農家世帯もふくむ多様化した住
民が生活する場であるということである。集落として
の機能は限定的であるが，疎居制，積雪寒冷地という
特有の条件下で生活に必要なつながり，支え合いの機
能はそれなりに果たしている。
第 3 に，農家組織としての農事組合は，機能を縮
小し，比重を低下させつつも農村に固有の組織として
集落組織の基底をなしている。
なお，成員の流動性の高さと集落，農事組合の範域
の非固定性，可変性は，「農事組合」型集落の特徴で
あったが，それは「農村住民組織」型集落においても
引き継がれ，府県の農村集落に対する北海道の農村集
落の顕著な特徴をなすことには変化はないといえよう。
謝辞 上富良野町での調査は2014年 7 月と11月に
行いました。調査に際しては，松下力氏，北向一博
氏，巽克義氏，海老名與三郎氏の皆さん，および上富
良野町役場保健福祉課，上富良野町農業委員会事務局
の方々に資料提供も含め大変お世話になりました。記
して厚く御礼申し上げます。
注
1
(1) 田畑［1986］
(2) 例えば柳村［1992］，長谷山［1995］，酒井［2010］等
(3) 柳村［2014］
(4) 社団法人北海道地域農業研究所［2011］，小内［2013］，
小内［2014］
(5) 本稿のタイトルを「北海道の農村社会・再考」としたの
もこの点と関わっている。北海道の農村集落を「農事組
合」型集落として特徴づけた田畑［1986］が主に分析対
象としたのは◯および◯の時期であった。それが◯の戸
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数減少局面でどう変化してきたのかについて，後述の第
2，第 3 の課題とも関わらせながら考えてみたいというの
が本稿の問題意識であり，「北海道の農村社会・再考」と
した所以である。
(6) 2010年農林業センサスによれば，3 町の 1 戸当たり経営
耕地面積は美瑛町 21.0 ha，上富良野町 17.4 ha，中富良野
町 9.7 ha である。
(7) 北海道の主要農業地域の農業地帯としての位置づけにつ
いては，牛山・岩崎［2007］を参照のこと。そこでは，
土地利用方式と歴史的視点・開発序列の両面から北海道
農業の地帯構成についての分析を行っているが，その対
象は水田型＝空知，畑地型＝十勝，草地型＝根室にほぼ
限定されてしまったこと（中山間地帯として上川山間も
取り上げられているが），水田型では上川農業，畑地型で
は網走農業，草地型では天北農業の本格的分析が課題と
して残されていることが指摘されている。その上で，上
川農業に関しては，「石狩川上流の上川盆地，支流の空知
川が形成する富良野「盆地」，天塩川水系の名寄盆地とい
う三つの盆地列からなっている。そのため，盆
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を有しており，‥‥さらに，周辺
部には中山間地帯が存在している」（傍点引用者）という
仮説的整理を行っている（前掲書474～475頁）。
(8) 注(2)であげた文献の他坂下［1991］，坂下［2009］等
2
(1) 1913年の『北海道農場調査』によれば，島津農場は田20
町歩，畑300町歩，林地63町歩，合計383町歩，小作戸数
70戸となっている。
(2) 「富良野毎日新聞」昭和13年10月 4 日。直接には上富良野
百年史編纂委員会［1998］590頁。
(3) 以上の記述については主に上富良野百年史編纂委員会
［1998］を参考にした。
(4) 農林業センサス農業集落カードによれば，1970年の S 地
区の水田面積52 ha，水田面積割合13，同じく E 地区は
36 ha，10であった。
(5) 本節の以下の記述については上富良野百年史編纂委員会
［1998］および E 地区誌編纂会［1998］を参考にした。
(6) 上富良野百年史編纂委員会［1998］380頁
(7) 上富良野百年史編纂委員会［1998］591頁
(8) ちなみに E 地区誌編纂会編『E 地区誌』は開拓90年を記
念して編纂されたものである。
(9) 筆者はかって北海道の農業集落の階層構成の規定要因に
関して，「先着順序列」の存在を指摘したことがあったが
（田畑［1979］），以上の事実は，集落運営の担い手に関し
ても「先着順序列」的な特徴が存在することを示すもの
であろう。
(10) 北海道内外から上富良野村に移住した人々の中から154
人の略伝をまとめた『上富良野志』（明治42年）によれ
ば，上富良野に移住するまでに平均2.3回の再移住を重ね
ていることが明らかにされている（上富良野百年史編纂
委員会［1998］327頁）。
3
(1) なお，◯経営については本節末の有 K 社についての記述
を参照のこと。
(2) 上富良野町農業委員会が国の耕作放棄地解消対策により
2008年度に実施した調査によれば，耕作放棄地は上富良
野町全体で 61 ha，そのうち E 地区で 8 ha，S 地区で 3.6
ha とされているが，これは国のガイドライン等によりい
ずれも非農地と判断されている（上富良野町・ふらの農
業協同組合・上川農業改良普及センター富良野支所『第 6
次上富良野町農業振興計画』2009年 3 月）。
(3) 全体の事業面積は 8,000 ha を超え，上富良野町での計画
面積は 2,642 ha で，1984年に着工し，2002年に完了した。
(4) 有 K 社については HP も参考にした。
4
(1) なお，高齢者が離農しても集落に引き続き留まる世帯が
増えている要因の一つに年金等の経済的な条件の存在も
指摘されよう。例えば農業者年金は多いケースでは年約
60万円，国民年金も年約80万円で合計140万円。この他土
地を売却せず貸し付けている場合には賃貸料が 10 a 当た
り3,000円とすれば，10 ha で約30万円が追加となり，合
計170万円。在村の高齢世帯にとっては生活の支えにしう
る貴重な収入である。
(2) 上富良野町役場の北向主事によれば，市街地などに転居
しても旧住民会にも所属している町民は数十人はいると
のことである。通い作で営農をしている農家の他に，離
農して転居しても旧住所とのつながりを保ちたい，ある
いは旧住宅を残していて，その保守（除雪・雪降ろし，
夏場の草刈り等）を旧近隣住民に依頼する，等のため旧
住民会にも所属する実態があるとのことである。
(3) 住居を市街地等に移転し，そこから通い作を行うという
事例として留萌市の事例等が報告されている（柳村
［1995］）。そこでは約20の農家が「宅地地域」へ移転し
て通い作を行っており，中には 7 戸中 6 戸が移転という
集落もあり，また農事組合も従来の農事組合に所属して
いる。これらの限りでは当事例とも共通するところが多
い。なお，府県についても新潟県糸魚川市の例で同様の
事例が報告されている（築山［2007］，橋口［2008］）。
5
(1) 柳村［1992］，長谷山［1995］，坂下［2009］等
(2) 上富良野町役場北向主事の説明による。なおこの節につ
いては同氏の説明および提供資料に多くを負っている。
(3) E 地区誌編纂会［1998］による。なお，農事組合の合併
で名称も変更しているので，ここでもそれにしたがって
Eko 農事組合，Eky 農事組合と表記した。
(4) E 少学校開校80周年記念協賛会［1990］による。
(5) その離農跡地等に近隣集落からの転入が 2 戸あった。
(6) E 地区で住民会長を務めたこともある T 氏の指摘。
(7) 例えば，住民会の資料では班が「E 地区農事組合 1 班」
等のように記されている。
(8) 高橋［1983］
(9) 北向主事の指摘
6
(1) 上富良野町保健福祉課の説明によれば，上富良野町全体
で65歳以上の高齢者約3,200人のうち1,700～1,800人が老
人会に入っているとのことである。
(2) E 小学校開校100周年記念事業協賛会［2011］
7
(1) 柳村［2014］，小内［2013］，社団法人北海道地域農業研
究所［2011］等
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(2) このことに関わって小内［2014］は介護，買い物，通院
のサポートは家族で対応する領域，除雪や見守り活動は
集落で対応可能な領域というように，「家族で対処すべき
領域と集落で対処すべき領域が，暗黙のうちに区分けさ
れているのではないだろうか」と指摘している（33頁）。
(3) 小内［2014］は，「近隣市町村に住む他出子のサポートが
受けられるというのが農村部に暮らし続ける一つの条件
といえそうである」と指摘している（33頁）。
(4) 墳墓の地ということとかかわって，墓地について補足し
ておく。かっては E 地区にも S 地区にも共同墓地が存在
した（S 地区には 2 ヶ所）。しかし離農した家族が墓を移
すのが増え，共同墓地がなくなってきている。E 地区，S
地区に在住している世帯も最近は市街地の方の町営墓地
に墓を移すのが多くなっている。
参考文献
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